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第1章 序論 

1.1 背景 

1.1.1 急増するモバイルトラフィック 

スマートフォンやタブレットに代表されるモバイルデバイスは，処理能力の急
速な進化および高いユーザビリティに伴い 2010年代に利用者数が急増した．2021

年には，全世界において 60億台を上回るモバイルデバイスが利用されると予測さ
れている [1]． 

モバイルデバイスにおいて利用されるアプリケーションは，外部ネットワーク
に配置されているサーバとのデータのやり取りを行うためのインターネット接続
が必須である．また，モバイルデバイスとバックボーンネットワークとの間でや
り取りされるトラフィック（以下，モバイルトラフィックと呼ぶ）は，高精細映像
のストリーミング配信やソーシャルネットワークサービス (SNS) のコンテンツ
の送受信といったアプリケーションの利用拡大に伴い急激な増加を見せている． 

世界の有料映像ストリーミング配信サービスの契約数は 2015年時点で 2.8億契
約を超え，今後も年率 10%の増加傾向が継続する見通しである ( [2]，p.88)．加え
て，映像ソースの高精細化（4K/8K映像，例えば [3]）もモバイルトラフィックの
増加要因となっている．また，モバイルデバイスを用いた SNSのアクティブユー
ザ数は 2017年初頭に 25億人を超え，世界の人口の 1/3以上を占めている [4]． 

モバイルデバイスのユーザ数の急増およびコンテンツの大容量化により，モバ
イルトラフィックは今後も増加が継続すると予測されている（図 1.1 [1]）． 

1.1.2 モバイルデバイスで用いられる高速無線回線 

モバイルデバイスはユーザが持ち歩くことを前提としているため，アクセス 
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図 1.1 モバイルトラフィックの増加予測 

 ("Cisco Visual Networking Index: Global Mobile Data Traffic Forecast Update, 2016 – 2021”,  

を元に作成) 

 

回線には高速無線回線が用いられる．ユーザはモバイルデバイスに予め内蔵され
た無線モジュールを用いて接続を行う．現在広く利用されている高速無線回線と
して，セルラシステムの標準化団体 3GPP（The 3rd Generation Partnership Project，
第三世代パートナシッププロジェクト） [5]において規格化された LTE (Long Term 

Evolution) およびその後継規格である LTE-advancedが挙げられる．これに加えて，
IEEE（Institute of Electrical and Electronics Engineers, 米国電気電子協会）の 802.11

標準化部会 [6]で策定された規格に準拠する無線 LANシステムが広く用いられて
いる．図 1.1にはセルラシステムおよび無線 LANそれぞれのモバイルトラフィッ
クを収容する割合が示されている．今後も無線 LANは 6割以上のモバイルトラフ
ィックを収容し続けると予測されている． 

セルラシステムと無線 LAN システムの伝送速度を図 1.2 に比較する．一般的
に，無線 LANシステムはセルラシステムよりも相対的に小さなカバーエリアでス
ポット的サービスを提供する．そのため，これまで無線 LANシステムはセルラシ
ステムのおよそ 10倍の伝送速度を提供し続けてきた． 

セルラシステムは基地局間のハンドオーバ機能等により，通信エリアを切れ目
なく面的に展開することを特長としている．そのため，屋外のモバイル環境に 
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図 1.2 セルラシステムと無線 LANシステムのシステムスループット比較 

 

おいて，一般的にはセルラシステムを利用する場合が多い．これに対して，無線
LAN接続は屋内を中心としたスポットエリアでの展開が主流であった．セルラシ
ステムよりも高速伝送を実現する無線 LANが利用可能な状況において，これを積
極的に活用することでユーザは快適にモバイルアプリケーションを利用すること
が可能となる． 

1.2 無線 LANアクセスの利用形態 

無線 LANは日常生活の様々な場面において用いられている．主要な 3つの利用
ケースとして，家庭，オフィス，公衆環境（屋内外の公共スペースにおける利用）
が挙げられる [7]（図 1.3）． 

家庭では，無線 LAN基地局はコンシューマ向けの個人利用端末同士の接続，な
らびに一般加入者向け光アクセス回線 (FTTH: Fiber To The Home) 等を経由した
インターネット接続を行うための大容量無線アクセス回線として利用される．利
用されるアプリケーションは，インターネットを経由した高精細映像のストリー
ミングサービスや，映像・画像・音楽等の大容量コンテンツのホームネットワー
ク内の共有といった高い伝送速度が求められるものが多い．その他，プリンタ，
家電，監視カメラといった多種多様なネットワーク機器の無配線化を実現する． 
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図 1.3 無線 LANアクセスの利用形態 

 

オフィスでは，ノートパソコンに代表される業務用端末機器をイントラネット
に接続するための無線アクセス回線として広く用いられている．これにより，オ
フィスフロアのフリーアドレス化や会議室における無配線化を実現する．また，
無線 LAN回線を経由したデスクトップ環境の遠隔操作や業務資料の共有，Web会
議への接続，遠隔協調作業，内線電話等のビジネスアプリケーションが広く用い
られており，オフィス業務の効率改善に寄与している． 

これら二つの利用ケースに加えて，屋内外の公共スペースにおいてモバイルデ
バイスをインターネットに接続する公衆環境における利用が存在する．IEEE 

802.11無線 LANの標準化の黎明期（1990～2000年）において，無線 LANシステ
ムは家庭・オフィスといった屋内環境での利用が前提とされていた．その後，無
線 LAN 製品が安価かつ高速な無線アクセス回線を提供することが可能となった
こと，および，ノートパソコンに代表される可搬形端末が無線 LAN機能を内蔵す
るようになったことにより，公衆環境において無線 LANを用いたインターネット
接続サービス（一般的に「公衆無線 LAN」と呼ばれる）が広く普及した． 
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1.3 公衆無線 LANの利用状況 

公衆無線 LANは，駅，空港，スポーツ競技場，ショッピングセンターなどの多
くの人が集まる公衆環境において，セルラシステムよりも高速な無線アクセスを
提供する．サービスが提供された当初（2002年頃）は PDA (Personal Data Assistance) 

やノートパソコンを用いた接続が想定されていた [8]．その後，スマートフォン・
タブレットの爆発的な普及に伴い，これらのデバイスを用いて利用される形態が
主流となり，利用者が急増した．また，日本においては，訪日外国人の増加も公衆
無線 LAN 利用者の増加の要因となっている [9]．公衆無線 LAN の利用者の増加
傾向は今後も継続する見通しであり，2019 年度には 6,300 万人以上のユーザが公
衆無線 LAN サービスを利用する見込みである [10]．この利用者の増加に伴うト
ラフィック増加に対応するために，2021年には全世界で 5億か所を超える公衆無
線 LANスポットが配備されると予測されている [1]． 

セルラシステムでは，LTE/LTE-advancedの登場により実効伝送速度が 100Mbps

を超えている状況である．しかしながら，通信キャリアが一般ユーザに対して提
供している契約は「準定額制」である．これは，月や日を単位とする一定期間に通
信可能なデータ量に上限が設定され，この上限を超過すると伝送帯域が著しく制
限される契約形態である．通信データ量に制限を設けずユーザが無制限にネット
ワークを利用できるようにすると，トラフィックが膨大となりモバイルネットワ
ークの運用コストが膨らみ事業が成り立たなくなる．準定額制の契約は，ユーザ
のネットワーク利用に制限を課すことで料金を低廉化させ，通信キャリアのビジ
ネスを成立させるための施策である． 

一方，公衆無線 LANでは，多くの事業者が定額制あるいは無料（携帯電話の契
約にバンドルされている場合もある）のサービスを提供しており，一般的にはセ
ルラシステムのような通信データ量の制限が課せられていない．無線 LANは自律
分散型のシステムであり，セルラシステムと比較してネットワークレイヤにおけ
る制御システムが簡易である．また，スポットエリアにおける提供を前提として
おり，面的エリアを展開するセルラシステムと比較してユーザが利用する時間率
が低い．さらに，複数の通信事業者に対して，共同運用する無線 LAN基地局を卸
売りする事業形態も存在する [11]．これらの要因により，ネットワークを低コス
トで提供することが可能である．通信キャリアはこのコストパフォーマンスの高
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さに着目し，モバイルトラフィックの一部を，セルラシステムから公衆無線 LAN

に収容する「トラフィックオフローディング（以下，単に「オフローディング」と
呼ぶ）」と呼ばれる運用を行っている [12]．オフローディングによりセルラシステ
ムを経由するモバイルトラフィックが軽減され，ネットワーク全体の運用コスト
を低減することが可能となる．また，一般ユーザにおいても，自宅に無線 LANの
基地局を設置し，これを経由してブロードバンド回線に接続しモバイルトラフィ
ックを送受信することで，セルラシステムの契約で制限されているデータ量の消
費を抑制することができる． 

オフローディング需要の高まりを受け，無線 LANとセルラシステムをシームレ
スに切り替えるネットワーク機能も拡充されている．通信キャリアからは，セル
ラシステムの認証デバイスである sim カードを活用することで無線 LAN の認証
ID・パスワードの入力を省略する「sim認証」が提供されている．また，無線 LAN

機器の相互接続性を認証する業界団体であるWi-Fi Alliance [13]から，接続情報を
予め端末に記憶しておき，端末が利用可能な基地局カバーするエリアに入った際
に自動接続を行うWi-Fi CERTIFIED PasspointTM [14] [15]と呼ばれるネットワーク
機能が提供されている．これらの機能により，モバイルデバイスを携行するユー
ザは，自身が意識することなく利用環境に応じてセルラシステムと無線 LANの双
方を活用し，モバイルアプリケーションを快適に利用することができる． 

公衆無線 LANの利用は，ユーザ数およびトラフィックの増加と接続性の改善に
よる利用機会拡大により，今後も継続的に増加する見通しである． 

1.4 無線 LANへの割当周波数帯 

 無線 LANは，元々2.4GHz帯の ISM (Industry, Scientific and Medical) 帯や赤外線
を用いた運用を前提としていた [16]．1997年に米国で 5GHz帯 (5.15-5.25GHz) が
無線 LAN向けに開放された [17]ことを契機に，各国において 5GHz帯を無線 LAN

の周波数として利用する動きが活発化した．その後，2003 年の世界無線会議 

(WRC; World Radio Conference) において，5.15-5.35GHz帯および 5.47-5.725GHz帯
を世界共通で無線 LANのための周波数として割り当てることが決議された [18]．
これを受け，各国の行政機関において当該周波数を無線 LANに割り当てる動きが
加速し，日本においても電波法関連規則が改定され，利用が可能となった．図 1.4

に，日本における年代ごとのマイクロ波帯無線 LAN の周波数割当と IEEE 802.11  
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図 1.4 無線 LANに対するマイクロ波帯周波数の割当と 

IEEE 802.11標準規格完成時期の関係 

 

無線 LAN標準規格との完成時期の関係を示す [19]． 

公衆無線 LAN に用いられる周波数帯は，対応機器が広く普及している 2.4GHz

帯および 5GHz帯である．各帯域において，無線 LANの基本チャネル幅の 20MHz

を用いた場合，双方の帯域の合計で 22チャネル（2.4GHz帯: 3チャネル，5GHz帯: 

19チャネル）が存在する．しかしながら，無線 LANの周波数帯はセルラシステム
のように特定の電気通信事業者に独占的に割り当てられるわけではない．当該周
波数帯域に定められた電波法および付随する各種規則を遵守することを証明する
「技術適合証明1 [20]」を取得した機器を調達すれば誰でも利用できる「免許不要
周波数帯」であるため，特定の事業者が独占的に利用できるわけではない．特に
2.4GHz帯は，近距離無線規格 BluetoothTM [21]に代表される無線 LAN以外の通信
機器や電子レンジ，医療機器等の多種多様な電子機器からの雑音が放射される，
言わば「汚れた帯域」となっている．さらに，都市部における 2.4GHz帯の利用に
ついては，既に公衆無線 LANの基地局が乱立しており，システム容量の低下が深
刻な問題となっていることが報告されている [22]． 

また，比較的干渉が少ないとされている 5GHz帯 は，多数のチャネルが確保で
きるものの，全ての帯域において，無線 LANよりも優先度の高い一次システムが

                                                   
1 「技適」と略称で呼ばれることが多い． 

2.4～2.5 GHz

（2000年～）5.15-5.25 GHz
（2005年～）5.25-5.35 GHz

（2006年～） 5.47-5.725GHz

20042000

▲
802.11a

▲802.11n ▲802.11ac

▲802.11b ▲802.11g

2008 2012 2016
西暦

周波数

5GHz
帯

2.4GHz
帯 ▲802.11n
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存在する．そのため，共存のための条件が電波法規則（無線設備規則 [23]や総務
省告示2等）によって以下の通り規定されている． 

 

 5.15-5.25GHz帯(W52) 

米国の Globalstar 社により運用されている低軌道衛星 [24]に過度の干渉を
与え運用を妨げないよう，利用場所が屋内に限定されている [25]． 

 

 5.25-5.35GHz帯(W53) 

気象レーダに過度の干渉を与え運用を妨げないよう，利用が屋内に限定さ
れている．さらに，運用前・運用中において気象レーダが送信する電波を受
信した場合には当該チャネルの利用を停止する DFS（Dynamic Frequency 

Selection, 動的周波数選択）機能を持つことが義務付けられている [26]． 

 

 5.47-5.725GHz帯(W56) 

屋外利用が可能であるが，屋外で運用される移動体レーダに対して干渉を
与えないよう，W53同様に DFS機能を持つことが必須である． 

 

したがって，一次システムが存在する環境や屋外においては，実際に利用可能と
なる無線リソースは限られる． 

これに対して，国内では 2020年を目処に無線 LANへの割り当て周波数を拡大
する議論が行われている [27] [28]．しかし，割り当てに至るまでには共用検討に
よる利害関係者の合意形成が必要であり，早期の規則改正は期待することができ
ない．また，仮に規則改正に至ったとしても，モバイルトラフィックの増加率を
上回る周波数幅が割り当てられるわけではない． 

以上のことから，公衆無線 LANサービスの利用者・トラフィックの増加が今後
も続く一方，利用可能周波数が大幅に増加する見込みはないと考えられる．その
ため，限られた周波数資源を有効活用すること，すなわち，高速な伝送速度を実
現することが，今後の公衆無線 LANの運用において極めて重要となる． 

                                                   
2 官報において公開される． 
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1.5 本研究の目的 

1.1節から 1.3節で述べた通り，モバイルトラフィックの増加は今後も継続する
見込みであるため，公衆環境における無線 LANにおいては高速・大容量化が必要
となっている．その一方で，1.4節では，無線 LANが利用できる周波数について，
今後大幅な増加が見込めないことを述べた． 

周波数帯域を拡大することなく伝送速度の拡大を行う手段として，無線 LANを
含めたマルチキャリア変調方式全般では，複数アンテナを用いて同一周波数上に
データ信号を多重し，受信機において伝搬路状態を推定した情報を用いて送信信
号を検出する空間多重伝送が用いられる． 

空間多重伝送では，受信信号処理において伝搬路状態の推定が必要となる．伝
搬路の時間経過に伴う変動に起因する伝搬路状態の推定誤差は，受信特性の劣化
要因となる．公衆環境では，移動することが前提となるモバイルデバイスが接続
されるため，伝搬路の変動速度は， 1.2節で説明した従来の無線 LANの利用ケー
スである家庭・オフィスと比較して相対的に大きくなる．さらに，空間多重伝送
を用いる場合，良好な伝送特性を得るためには高い CNR（Carrier to Noise Ratio, 搬
送波対雑音電力比）が必要となるため，伝搬路推定の誤差の影響は顕著となる． 

そこで本研究では，無線 LANシステムに代表されるマルチキャリア変調システ
ムに空間多重伝送を適用する場合における，伝搬路変動に起因する誤り率特性の
劣化に着目して検討を行う．また，この問題の対策となる受信機における信号処
理技術である「伝搬路トラッキング技術」について議論を行う． 

はじめに，マルチキャリア変調を用いた無線 LANに空間多重伝送を含む高速伝
送技術を適用した場合について，誤り率特性を評価する．伝搬路変動による誤り
率特性の劣化が顕著であることを明らかにし，これを解決すべき問題と位置づけ
る．問題解決のための技術検討に先立ち，伝搬路トラッキング技術が満足しなけ
ればならない要求条件をシステム面・実装面・利用ケース面からの制約条件を考
慮した上で定義する．また，既存技術ではこれらの要求条件を満足しないことを
確認する．さらに，公衆環境の無線 LANの利用ケースを想定した要求性能を定義
する． 

これらの要求条件・要求性能の議論をふまえて，伝搬路変動に追従する判定帰
還形伝搬路トラッキング技術を提案する．提案技術では，受信機側で復号された
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情報系列から送信信号のレプリカを再生することでパイロット信号を不要とする
ことで，要求条件である既存の無線フレームフォーマットとの適合性を満足する．
また，信号処理をマルチキャリア変調信号のサブキャリア毎に行うことで，少な
い演算量で実装可能としている．さらに，送信信号のレプリカから得られた伝搬
路推定値に対して，推定精度を高める重み付け合成を適用し，要求条件の一つで
ある伝搬路変動量等の外部パラメータを一切用いない伝搬路推定を実現している
点が特長である．本提案技術について，計算機シミュレーション評価を行い，要
求性能を満足することを明らかにする． 

上述の判定帰還形伝搬路トラッキング技術に対して，信号処理を追加すること
で更なる特性改善を実現する逐次合成判定帰還形伝搬路トラッキング技術を併せ
て提案する．この技術は，判定帰還形伝搬路トラッキング技術で提案した重み付
け合成処理を改良することで伝搬路推定の更新頻度を高める．また，未知の重み
係数を演繹的に導出し，受信機において既知のパラメータのみで定義することで，
演算量の増加が極めて少なくしている点が特長である．逐次合成判定帰還形伝搬
路トラッキング技術が所要 CNR 特性を改善する効果を示すことを計算機シミュ
レーションにより明らかにする．また，この改善効果が高速伝送エリアの拡大を
実現することを，回線設計パラメータを用いて計算し，その効果を明らかにする． 

最後に，提案した判定帰還形伝搬路トラッキングについて，信号処理を FPGA 

(Field Programmable Gate Array) に実装した実験装置の構成を示すとともに伝送特
性の評価を行う．実験装置の誤り率特性，端末の移動速度に対する耐性，信号処
理を実装するための回路規模の評価を通じて，提案する判定帰還形伝搬路トラッ
キング技術のハードウェア実装におけるフィージビリティを確認する． 

このように本研究では，無線 LANを主要な対象システムと位置付け，マルチキ
ャリア変調を用いる空間多重伝送おける伝搬路変動による特性劣化の影響の明確
化，これを解決する受信機側における信号処理技術である伝搬路トラッキング技
術の提案，この技術のハードウェア実装におけるフィージビリティ確認を行うこ
とを目的とする． 

1.6 本研究の構成 

本研究の第 2章以降の構成は以下の通りである。 

第 2章では，マルチキャリア伝送を用いた無線 LANの高速伝送技術を概説した
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上で，公衆環境における高速伝送技術を活用した場合の特性例を示し，解決課題
を明確化する．また，課題解決手段である伝搬路トラッキング技術にが満足すべ
き要求条件の定義を行うとともに，既存技術が適合しないことを確認する．さら
に，目標性能の設定および本研究において提案する伝搬路トラッキング技術が各
要求条件を満足するための手段を示す． 

第３章では，本研究における提案である判定帰還形伝搬路トラッキング技術の
詳細な説明および特性評価を行う．計算機シミュレーションおよび実験装置によ
る評価より特性改善効果を確認し，提案する伝搬路トラッキング技術が要求条件
および要求性能を満足することを示す． 

第 4 章においては，第 3 章において提案した判定帰還型伝搬路トラッキング技
術に残された課題を確認し，これを改良した逐次合成判定帰還形伝搬路トラッキ
ング技術を提案する．第 4 章の提案技術は，第 3 章の提案技術と比較して追加の
信号処理が必要となるものの，所要 CNRを低減する効果があることを明らかにす
る．また，本技術の適用により，公衆環境における無線 LANの高速伝送エリアの
拡大が可能となることを，数値例を用いて確認する． 

第 5 章においては，第 3 章において提案した判定帰還型伝搬路トラッキング技
術の信号処理を FPGA に実装した実験装置を紹介する．実験装置とフェージング
シミュレータを用いた特性評価結果を示し，伝搬路トラッキングが適切に効果を
発揮する受信機の移動速度範囲において，実験装置が計算シミュレーションとほ
ぼ同等の特性を実現することを示す．さらに提案する伝搬路トラッキング技術を
FPGA に実装するために必要となる回路規模評価結果を示す．第 3 章，第 4 章の
提案技術ともに送受信機全体の回路規模を大幅に増加することなく伝搬路トラッ
キング技術の実装が可能であることから，これらの提案技術のフィージビリティ
の高さを明らかにする． 

最後に，第 6 章において，本研究のまとめを行うとともに，本技術の適用領域
ならびに今後の展開，課題について議論を行い，統括する． 
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第2章 IEEE 802.11無線 LANと 

公衆環境への拡張 

2.1 はじめに 

IEEE 802.11規格 [29]は，公衆環境において用いられる無線 LANの基地局およ
び端末において，デファクト標準として広く利用されている．本章では，はじめ
に 802.11規格のアクセス制御技術および高速化技術を概説する．次に，公衆環境
において高速化技術を適用した場合の誤り率特性例を示す．伝搬路変動により通
信品質が大きく低下する課題から，伝搬路トラッキング技術の必要性を確認する．
この伝搬路トラッキング技術に対して，公衆環境への適用を想定し要求条件を整
理する．そして，既存の伝搬路トラッキング技術を紹介し，要求条件に対して適
合しないことを明らかにし，新たな伝搬路トラッキング技術が必要であることを
示す． 

2.2 IEEE 802.11無線 LAN規格 

IEEE 802.11無線 LANは，IEEE-SA（IEEE – Standard Association，IEEEの標準化
部門）配下の 802.11 部会で標準規格の策定が行われている．IEEE 802.11 部会は
1990 年に設立され，1997 年に初期規格を策定した．その後，多数の追加規格 

(Amendments) が策定され，高速化，高機能化が行われている．一般ユーザに広く
知られている IEEE 802.11a/b/g/n/acといった名称は，物理レイヤを高速化する追加
規格の名称である．番号(802.11)以降のアルファベットの順番は，当該の追加規格
の策定議論が行われるタスクグループ(TG, Task Group)が設立された年代の順番に
対応する．なお，本節以降の章・節・図のタイトルを除く文中において，「IEEE 802.11」
を単に「802.11」と略記する． 
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2.3 IEEE 802.11無線 LANにおけるアクセス制御技術 

802.11無線 LANは，単一の無線チャネルを上り・下りの区別なく複数の無線局
間で時間による棲み分けで共有し，多元接続を実現する．この無線媒体アクセス
制御 (MAC; Medium Access Control) 技術として，CSMA/CA (Carrier Sense Multiple 

Access with Collision Avoidance) [30]に基づく DCF (Distributed Coordination Function) 

[31]が用いられる． 

図 2.1に，1台の基地局と 2台の端末が DCFに基づき無線フレームを送信する
例を示す．DCFにおいて，各無線局（基地局，あるいは端末）は送信に先立ち，
チャネルの空き状態を確認するキャリアセンスを行い，チャネルが空いている場
合に限り送信を行う．これにより，他の無線局の通信を妨害すること，および他
の無線局から干渉を受けることを回避する．また，無線局は，キャリアセンスに
よりチャネルの空き状態を確認した際に，直ちに送信を行うのではなく，送信に
先立ち待ち時間を設ける．この待ち時間は，固定時間3と乱数を元に設定されるバ
ックオフ時間4から構成される．各端末は固定時間が経過した時刻を起点とし、保
持するバックオフ時間を時刻経過に伴い減算し，これが 0 となった時点で送信を
行う．この間においても，無線局は継続的にキャリアセンスを行う．バックオフ
時間が 0 になる前に他の無線局が送信を開始したことを検出した場合，あるいは
キャリアセンスにより干渉信号が観測された場合には，当該無線フレームの送信
が終了するまで待機する．送信が行えなかった場合は，次回送信を試みる際には，
バックオフ時間を再度乱数から設定し直すのではなく，前回送信が行えなかった
時点における残存時間を継承する．この制御により，無線局間で送信タイミング
がランダム化され，同時送信による衝突の確率が低減される．さらに，バックオ
フ時間の期待値を無線局間で同一とすることで，無線局同士の送信機会を均等と
し，チャネル利用の公平性を実現している． 

なお，802.11無線 LANでは，無線局がそれぞれ自律分散動作で無線フレームの
送信タイミングを決定しているため，無線フレームの衝突を完全に回避できる 

                                                   
3 DIFS(Distributed Inter Frame Space)と呼ばれる．802.11a/n/acでは 34sとなっている． 
4 スロット時間(Slot Time)と呼ばれる時間を単位とした整数値で定義される．802.11a/n/acに

おけるスロット時間は 9sとなっている．また，バックオフ時間は 0から最大値(2のべき乗

から 1を引いた値)の間の一様分布となる乱数で決定される． 
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図 2.1 無線媒体アクセス制御の一例 (DCF) 

 

わけではない．図 2.1の例において，端末 1の 2回目のデータ送信開始と同時刻
に，端末 2 のバックオフ値が 0 となりデータの送信を開始しており，衝突が発生
している．時分割多重を用いる無線 LANシステムでは，ある無線局において送受
信動作を同時並行で行うことがないため，無線フレームを送信する無線局は，無
線フレーム送信後に ACKフレームが受信されないことをもって，宛先局に正しく
データが到達しなかったことを確認する．無線フレーム同士の衝突や雑音の影響
により再送を行う場合には，無線リソースの利用効率を低下させたペナルティと
して，再送回数が増加するたびに 2 のべき乗に比例してバックオフ時間の最大値
を増加させなければならない．例えば，初回送信時のバックオフ時間の最大値が
31 (=25-1) であれば，1回目の再送時には 63 (=26-1) を設定する． 

DCFでは，無線局は観測したキャリアセンス状態および自身が内部で保持する
バックオフ値から無線フレームの送信タイミングを決定する．したがって，基地
局および端末の双方において外部からの制御信号を用いることなく自律分散動作
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が可能であり，簡易な構成となる． 

DCF に基づく MAC 制御は，各無線局に対して無線リソースの利用を保証しな
いベストエフォートサービスである．これに対して，DCF を拡張した EDCA  

(Enhanced Distributed Channel Access) [32]と呼ばれるアプリケーションに応じた無
線フレーム毎の優先制御方式が導入されている．EDCA は，リアルタイム性が求
められるトラフィックに対して固定待ち時間およびバックオフ時間の期待値を低
く設定することで，ベストエフォート型のトラフィックよりも送信にかかる平均
待ち時間を減らす制御を行う．したがって，帯域保証型のアクセスではない．ま
た，802.11標準には，EDCAに加えて，帯域保証型のMAC制御として基地局が各
端末に制御フレームを用いて送信タイミングを指示するアクセス制御 PCF (Point 

Coordination Function) を用いた HCCA (Hybrid Coordination Channel Access) [33]が
規定されている．しかし，他の無線局からの干渉が存在する環境では特性劣化が
顕著となることが知られている [34]．そのため，同一周波数を他のユーザ・キャ
リアといった他のシステムと複数のシステムで共有することが前提となる公衆無
線 LANでは，ほとんど利用されていない． 

以上のことから，IEEE 802.11のアクセス制御は実用上ベストエフォートサービ
スであり，データおよび制御情報のやり取りにおいてスループットや遅延に対す
る品質が保証されないことを前提としなければならない． 

2.4 IEEE 802.11無線 LAN標準における物理層高速化技術 

2.4.1 物理層変調方式の変遷 

1997年に策定された 802.11の初期規格で，無線周波数帯が ISM帯（2.4GHz帯）
に限られていたため，高い干渉耐性を持つスペクトル拡散方式が用いられた5．そ
の後，1.4 節で説明したとおり，干渉の少ない 5GHz 帯の周波数が無線 LAN に開
放されたことを受け，802.11aにおいて高速化を実現するマルチキャリア変調であ
る OFDM (Orthogonal Frequency Division Multiplexing) [35]が導入された．OFDM変

                                                   
5 周波数ホッピング (FH, Frequency Hopping) および直接拡散 (DS, Direct Sequence) を用いた

スペクトル拡散 (SS, Spread Spectrum) 方式が規定された． 
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調は，サブキャリアと呼ばれる多数の狭帯域の信号を互いに直交する周波数配置
にすることで信号の密度を高め，これにより高速伝送を実現している．また，ガ
ードインターバル (GI: Guard Interval) と呼ばれる冗長信号を OFDM シンボル毎
に付加することで，多重伝搬路（マルチパス）環境におけるシンボル間干渉の影
響を除去し，高い伝送特性を実現する．802.11a で規定された OFDM に基づく信
号フォーマットは，802.11nおよび 802.11acにおいても基本パラメータが継承され
拡張されている． 

802.11aの後継規格である 802.11nおよび 802.11acの物理層高速化技術として，
変調方式の多値化，チャネル幅拡大，空間多重伝送が挙げられる [36]．また，高
速化技術を用いた場合において高い伝送効率を実現するサブフレーム集約技術が
MAC層において規定されている．次節以降において，これらの高速化技術を概説
する． 

なお，上記以外のシステム容量拡大技術として，802.11ac において基地局が複
数の端末に対して送信ビームフォーミングを用いた空間多重伝送を行う下りリン
クマルチユーザMIMO (DL MU-MIMO; Downlink Multiuser Multiple-Input, Multiple 

Output) 技術 [19] [37] [38]が規定されている．DL MU-MIMO技術は基地局あたり
に収容されるユーザ数の増加に伴い，伝搬路状態のフィードバックによるオーバ
ヘッドが増加し伝送効率が低下する課題がある．そのため，多数の端末が収容さ
れる公衆無線 LANには適さなないと考えられ，本研究では利用を想定しない． 

2.4.2 変調方式の多値化 

802.11aおよび 802.11nにおいて，サブキャリア変調方式として直交変調が用い
られ，BPSK (Binary Phase Shift Keying)，QPSK (Quadrature Phase Shift Keying)，
16QAM (16 Quadrature Amplitude Modulation)，64QAMの 4種類が規定されている．
また，802.11acではこれらに加えて 256QAMが追加されている．802.11無線 LAN

では，伝搬路状態に応じて最適なサブキャリア変調方式を無線フレーム毎に切り
替える適応変調 [39]を規定している．また，簡易な実装とするために，サブキャ
リア変調方式は全サブキャリア共通としている6．したがって，サブキャリア毎に

                                                   
6 802.11n規格において，空間多重信号間で異なる変調多値数を用いる規定 (unequal 

modulation) が行われたが，実装の複雑さがネックとなり製品が登場せず，802.11ac規格では
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変調方式や送信電力を制御する適応変調方式 [40]を用いることはできない． 

2.4.3 チャネル幅拡大 

802.11aの標準化が行われていた1997年の時点において，5GHz帯全体で100MHz

幅の周波数が割り当てられた．そのため，802.11aでは，隣り合う基地局間で異な
る周波数を用いる面的な配置を考慮して，1 チャネルあたりの伝送帯域幅を
20MHzに設定した [25]．その後，5GHz帯の無線 LANへの割当周波数が拡大した
ことを受け（図 1.4），802.11nでは伝送速度の高速化を目的として，チャネル幅を
802.11aの 2倍の 40MHzに拡大した．さらに，802.11acでは 802.11nの 4倍となる
160MHzチャネルまで規定され，20/40/80/160/80+80 MHz7の合計 5種類のチャネル
幅を選択することができる． 

図 2.2 に日本において利用可能な 5GHz 帯のチャネル一覧を示す．伝送速度を
拡張するためにチャネル幅を拡大すると，重複することなく利用できるチャネル
数が減少することに注意しなければならない．例えば，伝送帯域として 160MHz

を用いる場合，あるエリアに 160MHzチャネルを設定した基地局を 3台以上設す
ると，そのうち 2 つは同一チャネルを設定しなければならない．同一チャネルを
複数のシステムで利用する場合，2.3節で説明した CSMA/CAに基づくアクセス制
御に基づき基地局，端末間で無線リソースを共有する．その結果，単一無線局あ
たりのスループットは同一チャネルに存在する無線局数の増加に伴い低下する． 

2.4.4 空間多重伝送 

送受信機に複数の送受信アンテナ配備することで，MIMO（Multiple-Input, 

Multiple-Output, 複数入力・複数出力）伝搬路が構成される．MIMO 伝搬路では，
電波が反射，回折，透過の影響を受け，送受信アンテナの組み合わせごとに構成
されるパス同士で互いに異なる伝搬路特性を持つ場合において，独立なパスが生
成される [41] [42]．MIMO 伝搬路が高い伝送容量を持つことは，Shannon が確立 

                                                   
unequal modulationは規定されなかった． 

7 「80+80MHzチャネル」とは，周波数軸上で連続しない 2つの 80MHzチャネルを束ねて用

いる伝送形態である [19]．連続した 160MHzチャネルを利用した場合と同じ伝送速度を実現

する． 
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図 2.2 日本の 5GHz帯において 802.11a/n/acが利用可能なチャネル 

 

した通信路容量理論 [43]を拡張する形で示された [44]．その後，この高い伝送容
量を活用するための伝送方式，送受信機の設計について盛んに研究開発が行われ
実用化が加速した．現在では無線 LANシステム・セルラシステム共に伝送速度拡
大，高信頼化を実現するための必須技術となった [45]． 

空間多重伝送はMIMO伝搬路を活用した利用形態の一つであり，空間多重数と
同数倍の伝送速度拡大を目的としている．送信機に複数のアンテナを配備し，送
信アンテナから互いに独立な信号を同一時刻・同一周波数上に多重送信を行う．
受信機において，複数アンテナを配備し伝搬路で空間多重された信号を受信し，
予め推定しておいた伝搬路状態を用いて，送信信号を検出する． 

802.11 規格では，802.11n においてマルチキャリア変調である OFDM をベース
とした空間多重伝送が規定された [46]．受信機では，FFT（Fast Fourier Transform，
高速フーリエ変換）処理が行われたサブキャリア毎の受信信号に対して，送信信
号検出のための信号処理を行う．サブキャリア毎の処理であるため，信号処理が
簡易となることが特徴である． 

空間多重伝送における送受信信号の関係を図 2.3 に示す．送信アンテナ本数，
すなわち空間多重数を ，受信アンテナ本数を とする．データは無線フレームに
より伝送されるものとする．無線フレームあたりのデータ OFDM シンボル数を
とする．無線フレームのデータ部分の先頭から 番目の OFDM シンボル 
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図 2.3 空間多重伝送における送受信信号の関係 

 

のサブキャリア本数）において， 番目のアンテナ ( 1, 2, … , ) で送信される
送信信号を , , ，	 番目のアンテナ( 1, 2, … , )で受信される受信信号を

, , ，この受信信号に付加される雑音を , , とすると，送信信号と受信信
号との間の関係は，行列およびベクトル表記を用いて以下の式で表される． 
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,

, , 1
, , 2
⋮
, ,

 (2.5)

, は 行1列の送信信号ベクトル， , は 行 列の伝搬路行列， , は 行
1列の受信信号ベクトル， , は受信信号ベクトル , に付加される 行1列の
雑音ベクトルである． 

受信機では，式(2.1)の関係を基に，受信信号ベクトル , から伝搬路行列 ,

を用いて送信信号ベクトル , を検出する．最も簡易な送信信号検出方法は，伝
搬路行列 , の逆行列あるいは疑似逆行列を受信信号に乗算することで，この
影響をキャンセルする ZF (Zero-Forcing) 法 [47]である． 

, , , , , ,  (2.6)

ここで， ′ , は送信信号ベクトル , の受信機における推定結果である．
, は伝搬路行列の逆行列（ の場合）あるいは擬似逆行列（ の場

合）である8．伝搬路行列の逆行列あるいは擬似逆行列が存在しない場合は，この
計算を行うことはできない． 

送信信号検出方法は様々な手法がするが，演算量と特性の間にはトレードオフ
の関係がある [45] [48]．演算量が比較的少ない手法として，上記の ZF法や，これ
を改良して受信信号に含まれる雑音電力を考慮した最小平均二乗誤差 (MMSE: 

Minimum Mean Square Error) 法 [49]等の線形フィルタ法が挙げられる． 

一方，線形フィルタ法と比較してより良い誤り率特性が得られるのが非線形法
である．最も良好な誤り率特性を実現する非線形法は，最尤検出 (MLD; Maximum 

Likelihood Detection) 法 [50]である．これは送信信号ベクトル , の全ての組み
合わせに対して，伝搬路行列 , を元に受信信号ベクトル , の尤度を計算し，
最も尤度の高い送信信号パターンを選択する手法である．雑音ベクトル , の各
要素の確率分布が，平均 0 かつ分散が共通の値となる互いに独立なガウス分布に
従う場合，MLD法の演算は次式で表される． 

                                                   
8 となる場合は，疑似逆行列が生成できないため，ZFを用いることができない． 
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, arg min
, ∈

‖ , , , ‖  (2.7)

ここで，	Ωは送信信号ベクトルの全ての候補からなる集合，‖ ‖ は行列 のフロベ
ニウスノルムを表す．送信信号の要素あたりの候補数を とすると，集合Ωには
通りの送信信号ベクトルの候補が含まれる．したがって，送信信号あたりの候補
数あるいは空間多重数の増加に伴い演算量が爆発的に増加する．例えば，送信信
号あたりの候補数 を 64，空間多重数 を 3 とした場合，262,144 通り(=643)もの
尤度を計算しなければならない．この問題を解決するために，MLD 法を改良し，
尤度の計算の対象となる送信信号ベクトルの組み合わせを予め絞り込み，集合Ωの
組み合わせの一部のみとすることで演算量を削減しつつ，特性劣化が少ない手法
が多数提案されている [51] [52]． 

線形フィルタ法，非線形法を含めたいかなる手法を用いる場合においても，送
信信号検出処理において伝搬路行列を参照しなければならない．したがって，こ
れを精度良く推定することは，空間多重伝送の品質を確保するために極めて重要
である [53]． 

2.4.5 サブフレーム集約 

本節では，2.4.2～2.4.4節において説明した物理層高速化技術を適用した場合に
おいて必須となる，MAC層の伝送効率改善技術であるサブフレーム集約について
説明する．802.11標準は物理層およびMAC層を規定している．上位レイヤのプロ
トコルは TCP/IP (Transmission Control Protocol / Internet Protocol) が用いられるこ
とが多い．そのため，一般的に 802.11のデータリンク層に入力されるデータ単位
は IPパケット9となる．物理層の最大伝送速度が 54Mbpsの 802.11a/gでは，IPパ
ケットが無線フレームのデータ単位となっていた．すなわち，送信機は IPパケッ
トが入力されるたびにこれを無線フレームに格納し送信していた．その後，802.11n

が規定され，物理層の伝送速度が最大 600Mbpsに拡張された．物理層の高速化に
伴い，802.11a/gにおける IPパケット毎に無線フレームを送信する伝送形態を用い
ると，無線フレームのデータ部分に対するヘッダやフレームギャップといった 

                                                   
9 厳密には，IPパケットの先頭に IEEE 802.2 (LLC: Logical Link Control) で規定される LLCヘ

ッダ（最大 4バイト）が付加されたデータ単位である [12]． 
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図 2.4 サブフレーム集約の概要 

 

オーバヘッドが占める時間割合が高くなり，伝送効率が著しく低下する課題が生
じた．これを解決するために，上位レイヤから入力されるデータ単位をデータサ
ブフレームとして，これを連結したデータを無線フレームで送信する「サブフレ
ーム集約 (Frame Aggregation) 」が規定された [54]． 

サブフレーム集約の概要を図 2.4に示す．サブフレーム集約を用いない場合は， 
データサブフレーム毎にヘッダが付加され無線フレームとして送信される．802.11

のMACプロトコルでは，無線フレームを連続的に送信する場合には，隣接する無
線フレームの間に SIFS (Short Inter Frame Space) と呼ばれる時間ギャップを設ける
必要がある [55] [56]．フレーム集約を用いない場合は、IPパケット毎に無線フレ
ームを送信する必要があるため，無線フレームを送信する都度 SIFS時間およびヘ
ッダがオーバヘッドとなる．これに対して，サブフレーム集約を適用することで，
単一の無線フレームに多数の IPパケットを格納することが可能となるため，無線
フレーム間の SIFSやヘッダの数を削減することが可能となり，伝送効率が改善す
る [57]．また，サブフレーム集約を用いる場合は，伝送効率改善のために，複数
のデータサブフレームに対する受信確認を単一の無線フレームで行う Block ACK

フレーム [58]の利用が前提となっており，確認応答も高効率化されている． 

サブフレーム集約を行うためには，送信機の入力の前段で複数の IPパケットを
バッファリングする必要がある．そのため，遅延時間が増加する．この遅延時間
はサブフレーム集約後のデータサイズに依存するが，数百s～数 ms 程度となる．
したがって，VoIP (Voice over IP) 伝送に代表される，最大遅延時間に対する要求条
件が厳しいアプリケーションには適さない．一方，大容量の映像ストリーミング

データ1 データ2 データ3 データ4 データ5

データ1 データ2 データ3 データ4 データ5 送信時間短縮

サブフレーム集約なし

↓ 

サブフレーム集約あり

: 無線フレーム

: ヘッダ

データx : x番目のデータサブフレーム
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については，受信側において受信情報系列をバッファリングすることが前提とな
る．また，SNS の大容量コンテンツについてはリアルタイム性が求められない．
したがって，これらの公衆環境における主要なアプリケーションにおいては，遅
延の影響はほとんどなく，伝送効率改善の観点からフレーム集約の利用が適して
いる． 

2.5 公衆環境における特性例 

2.4節で説明した 4種類の高速化技術のうち，公衆環境での利用が適しているの
は，多値変調，空間多重伝送，サブフレーム集約である．1.4 節で説明した通り，
公衆無線 LANは免許不要帯の運用である．公衆環境での運用であるが故に，多数
のユーザ・システムが同一周波数帯に共存する環境での運用を想定しなければな
らない．公衆環境においてチャネル幅拡大を用いると，他システムと重複するこ
となく利用できるチャネル数が減少し，同一チャネルを用いる無線機の数が増加
することで無線リソースの利用機会が低下し，伝送容量が低下する．高い伝送容
量を確保するためには，同一チャネルで運用される他ユーザ・システムをできる
限り少なくする必要がある．したがって，公衆無線 LANではチャネル幅の拡大よ
りもチャネル数の確保を優先すべきであり，基本チャネル幅の 20MHzを用いるこ
とが望ましい． 

2.5.1 システムモデル 

図 2.5に送受信機の構成を示す．送信アンテナ本数を ，受信アンテナ本数を
とする．本構成図は複素基底帯域信号を用いた等価低域系 [59]である．送信機に
入力される送信情報系列は，無線フレームのペイロード部分に格納される，サブ
フレーム集約により連結された複数のデータサブフレームを構成する単一のビッ
ト系列である． 

 送信機は，送信情報系列から 個の OFDM 信号系列を生成し，空間多重伝送を
行う．送信情報系列は，畳み込み符号化器により符号化ビットに変換され，直並
列変換により複数の符号化ビット列に分配される．符号化ビット列は OFDMシン
ボルあたりに送信される集合をブロックとしたブロックインタリーブが行われる．
その後に，符号化ビットは OFDM シンボルを構成する 本のサブキャリアに 
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図 2.5 送受信機の構成 

 

信号点として配置される．この周波数領域のサブキャリア信号は， 個の系列毎に
高速逆フーリエ変換器 (IFFT: Inverse FFT) により時間領域の OFDM シンボル波
形に変換される．各 OFDMシンボルの先頭にシンボル間干渉の影響を緩和するガ
ードインターバルが付加され，無線フレームのデータ部分に対する時間波形が生
成される．この OFDMシンボルの系列の先頭に伝搬路推定のためのプリアンブル
を含むヘッダが付加され，無線フレームとして 本の送信アンテナにより同一周
波帯において空間多重送信される． 

受信機では，	 本のアンテナにより空間多重信号が受信される．受信信号の
OFDM シンボル毎に含まれるガードインターバルが除去され，FFT により 個の
OFDM 信号系列が，OFDM シンボルを構成する 個のサブキャリアからなる周波
数領域の受信信号に変換される．伝搬路推定部は，受信信号系列におけるプリア
ンブルに対応する部分から，全サブキャリアの伝搬路の状態を，式(2.3)において
定義されたサブキャリア毎の伝搬路行列 , の形式で推定する．以降，これを伝
搬路推定行列と呼ぶ．伝搬路推定において，本研究では [60]において提案された
信号パターンを伝搬路推定用プリアンブルとして用いる． 番目の OFDM シンボ
ル， 番目のサブキャリアにおける伝搬路行列（真の値）およびこれに対する伝搬
路推定行列をそれぞれ , および , とする．また，プリアンブル部分の時刻
を s = 0（0番目の OFDMシンボル）と定義して，プリアンブルにおける伝搬路行
列および伝搬路推定行列（以降，初期伝搬路推定行列と呼ぶ）をそれぞれ 0, お

受信機

送信機

IFFT

IFFT

IFFT
送信

情報

系列

ビタビ

復号器

受信

情報

系列

…

… … …
…

FFT

FFT

FFT

…

#K

#1

#2

#M

#1

#2
並
直
列
変
換

雑音

雑音

雑音

…

…

デ

インタ

リーバ

デ

インタ
リーバ

デ

インタ

リーバ

…

…
…

…
…

送

信

信

号

検

出

畳み

込み
符号化

インタ

リーバ

インタ

リーバ

インタ

リーバ

信号

点

配置

信号

点

配置

信号

点

配置

直
並
列
変
換

……

伝搬路推定空間多重

伝搬路

…

… …

伝搬路行列: 

サブキャリア: 本

送信信号ベクトル: 

雑音ベクトル: 

受信信号ベクトル: 

伝搬路推定行列: 



26 
 

 
 

よび 0, とする．伝搬路推定行列 , は 行 列であるため，無線フレーム毎
に 個の要素を導出する必要がある．送信信号検出部では，サブキャリア
毎の受信信号ベクトル , と，初期伝搬路推定行列 0, を用いて，送信信号ベ
クトル , を ′ , として推定する．検出された送信信号ベクトル ′ , は，伝搬
路推定行列により重み付けが行われ [61]，符号化ビットに対応する尤度に変換さ
れる．送信側のインタリーバに対する逆の操作となるデインタリーバおよび並直
列変換により単一の系列に変換された尤度は，ビタビ復号回路に入力され，送信
情報系列に対応する受信情報系列として復号される． 

なお、受信機における同期系（無線フレーム先頭の検出，OFDM シンボルタイ
ミングの検出，搬送波周波数誤差，位相雑音，シンボルクロック誤差補正）につい
ては，既存技術 [62] [63]を活用することで補正が可能であるため，本研究では完
全に動作するものとした． 

2.5.2 サブフレーム誤り率特性 

無線フレームに格納されるデータサブフレームの位置毎の誤り率 (SFER: Sub-

Frame Error Rate) を計算機シミュレーションにより評価した．公衆環境を想定し
たシミュレーションパラメータを表 2.1 に示す．受信機の移動速度は，モバイル
デバイスを携行するユーザの歩行速度を想定した．固定設置された基地局（送信
機）が移動する端末（受信機）へデータを送信するダウンリンク通信を想定する．
本評価で用いた送受信アンテナ間の平均遅延プロファイルを図 2.6 に示す．これ
はある 1 本の送信アンテナと 1 本の受信アンテナとの間の平均遅延プロファイル
である．本評価では，すべての送受信アンテナの組み合わせで同一の平均遅延プ
ロファイルを用いた．平均遅延プロファイルは共通であるが，瞬時の遅延プロフ
ァイルは互いに相関は無く，独立とした． 

SFER特性を図 2.7に示す．無線フレーム後方に位置するデータサブフレームの
SFER特性が，前方のそれと比較して著しく劣化している結果となっている．この
特性劣化は伝搬路の時変動に起因している．無線 LANでは，主に家庭内・オフィ
スにおける運用が想定されていたため，無線フレーム内の伝搬路の時変動は十分
小さく特性に影響を与えないとされていた．そのため，伝搬路推定のための既知
信号（プリアンブル）は無線フレーム内において先頭のヘッダにのみ存在する．
受信機の伝搬路推定部では，プリアンブルに対応する受信信号を元に初期伝搬路 
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表 2.1 シミュレーションパラメータ 

キャリア周波数 5.7GHz 

占有帯域幅 20MHz 

送信アンテナ本数 ( ) 3 

受信アンテナ本数 ( ) 3 

データサブキャリア本数( ) 48 

OFDMシンボル長 
4 s 

（0.8sのガードインターバルを含む） 

サブキャリア変調方式 64QAM 

物理レイヤ伝送速度 162Mbit/s 

誤り訂正符号･複合 
畳み込み符号（符号化率 3/4, 拘束長 7） 

軟判定ビタビ復号 

無線フレームフォーマット 
8個のデータサブフレームで構成 

データサブフレームは 1500バイトで構成

送信信号検出アルゴリズム QRD-M MLD [64] 

送受信アンテナ間の 

パスごとの伝搬モデル 

指数減衰無相関レイリーフェージング 

遅延分散 50 ns 

伝搬路の時変動モデル Jakesモデル [65] 

受信機の移動速度 4km/h 

プリアンブルと 

データシンボルの電力比 ( ) 
3 
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図 2.6 遅延プロファイル 

 

 

図 2.7 公衆環境における SFER特性の例 
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推定行列	 0, を導出する．送信信号検出部においては，これを無線フレーム先
頭から末尾まで，すなわち 1 番目から 番目の OFDM シンボルの受信信号ベクト
ル , 全てに対して共通で用いるのが一般的である．この条件は，下式で表され
る． 

, 0, , ∀ ; 1, 2, … ,  (2.8)

データサブフレームの位置が無線フレーム先頭から離れれば離れるほど（ が大き
くなればなるほど），プリアンブルで導出した初期伝搬路推定行列 0, と，伝搬
路行列の真値 , との乖離が大きくなり，送信信号検出の精度が低下する．なお，
SFERの指標として本研究では，十分な伝送品質が得られる指標として，スループ
ットの劣化量が 1%以下となる SFER=10-2を用いる． 

図 2.7 は空間多重伝送およびサブフレーム集約を用いた場合の特性例であるが，
これらの高速化技術を用いない OFDM 伝送の移動環境における評価として，
802.11aを ITS（Intelligent Transport System; 高度道路交通システム）に利用するこ
とを想定した場合の検討結果が報告されている [66] [67] [68]． [66]では，無線フ
レーム長が長くなればなるほど，無線フレーム後方の伝搬路状態と初期伝搬路推
定行列との乖離が大きくなり，ビット誤り率 (BER, Bit Error Rate) が劣化するこ
とが示されている． [67] [68]においては，逐次伝搬路推定を適用した場合の特性
評価が行われており，送受信機の相対速度が 180km/h の高速移動環境においても
良好なフレーム誤り率が実現可能であることが示されている． 

一方，本節における評価においては，無線 LANを公衆環境において高速大容量
通信を行うことを想定している．上述の ITS 利用の評価において用いられていな
い，空間多重伝送・サブフレーム集約・多値の変調方式を適用することで，所要
CNRが相対的に高くなっていること，ならびに無線フレームが長いことから，伝
搬路変動に対して脆弱な特性となっている． 

図 2.7の SFER特性より，無線 LANの公衆利用において高品質かつ高速な伝送
を行うためには，移動速度が歩行速度であっても，従来プリアンブルにおいての
み行われていた伝搬路推定を無線フレーム途中においても行い，伝搬路変動に追
従するための「伝搬路トラッキング技術」が必要となることが分かる． 

次節以降では，伝搬路トラッキング技術に必要となる要求条件を整理する．ま
た，既存の伝搬路トラッキング技術の概要を紹介し，いずれの技術も要求条件を
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満足しないため，新たな技術が必要であることを示す． 

2.6 伝搬路トラッキング技術が満たすべき要求条件 

802.11 規格を用いた公衆無線 LAN における伝搬路トラッキング技術の要求条
件は以下の 5点に集約される． 

 

 要求条件①「802.11規格との適合性を持つ」 

802.11無線 LANは，規格準拠製品同士の相互接続性の高さが市場拡大の原
動力となり，広く普及を遂げた．通信キャリアにとって，設置した基地局と
ユーザ端末の製造元が異なっていても接続が担保されることは，幅広いユー
ザにサービスが提供可能でありメリットが大きい．この相互接続性を担保す
る観点から，端末が 802.11規格に準拠していることは必須条件である．すな
わち，802.11規格で規定されている無線フレームフォーマットや，CSMA/CA

に基づくベストエフォート型のアクセス制御方式を前提とし，これらを変更
する必要がある技術は許容されない． 

 

 要求条件②「伝搬路の統計的性質を用いない」 

伝搬路トラッキング技術において，伝搬路環境の統計的性質を活用する手
法が存在する．これを用いるためには，端末における観測情報を基地局にフ
ィードバックを行うことや，基地局側で推定した統計的性質の情報を端末局
に通知することが必要である．セルラシステムにおいては，制御信号の送受
信のために専用の無線リソースを確保し，リアルタイムにフィードバック情
報を取得することで伝搬路の統計的性質を把握することが可能である．一方，
無線 LANは 2.3節で示した通り，ベストエフォート型のサービスである．ま
た，単一の無線チャネルを CSMA/CA に基づき共有しているため，制御情報
をやり取りするための専用チャネルが存在しない．したがって，伝搬路の統
計的性質は用いないことを前提としなければならない． 

 

 要求条件③「受信機の処理遅延を増加させない」 

図 2.1に示される通り，802.11規格のMAC制御における DCFでは，デー
タの宛先となる無線局は，データサブフレームを格納した無線フレームを受
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信した直後に，送り元の無線局に対して Block ACKフレームを返信しなけれ
ばならない10．この無線フレーム内最後のデータサブフレームの末尾から
Block ACK フレームまでのギャップは SIFS となる．802.11a/n/ac において，
SIFSは 16sと規定されており，これは 4個の OFDMシンボルの時間に相当
する．受信機では，受信信号処理を行い出力された復号情報系列に対してデ
ータサブフレーム単位で誤り検出処理11が行われ，正しく受信されたか否かを
確認し ACKフレームの送信を判断する．したがって，伝搬路トラッキング技
術を追加するにあたり，無線フレームを受信し終えてから受信情報系列が出
力し終えるまでの処理遅延の増大は許容されない． 

 

 要求条件④「演算量が少ない」 

無線 LAN モジュールはモバイルデバイスへ予め実装される形態でユーザ
に提供されるため，許容される回路規模には制限がある．伝搬路トラッキン
グ技術を導入することにより追加の演算が必要となるため，回路規模が増加
することは避けられないが，導入しない場合と比較して著しく増加してはな
らない． 

  

 要求条件⑤「歩行速度の移動環境をサポートする」 

公衆環境において最も典型的な移動速度は，ユーザの歩行速度であると考
えられる．ユーザの歩行速度に対する統計結果 [69]より，少なくとも典型的
な端末の移動速度である 4km/h において，伝搬路変動の影響がない静止環境
と同等の特性を実現しなければならない． 

                                                   
10 802.11規格では，上位プロトコルが再送を行わない UDPである場合や，データの再送を

TCPレイヤの再送のみに委ねる場合において，ACKフレームおよび Block ACKフレームを送

信しないポリシーや，送信遅延を許容するポリシーを用いることができる．しかし，これら

のポリシーは通信品質の不安定化や伝送効率低下をまねくため，公衆無線 LANにおいては一

般的には用いられていない． 

11 データサブフレーム毎に付加される 32ビットの CRC (Cyclic Redundancy Check) 符号を用

いて誤りの有無を確認する． 
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2.7 関連研究 

マルチキャリア伝送を用いた空間多重伝送のための伝搬路トラッキング技術は，
これまでに数多くの技術が提案されている． 

[61] [70] [71]では，無線フレーム内の連続するデータシンボルに対して周期的に
受信機側で既知となるパイロット信号を挿入し，これを用いて無線フレーム途中
での伝搬路推定を行う．伝搬路の時変動速度に応じて適切なパイロット信号の挿
入周期を設定することで，高い伝搬路追従性を実現することが可能である． 

また，疎に配置されたパイロット信号により得られた伝搬路推定を元に，パイ
ロット信号が存在しないデータ信号部分の伝搬路推定を時間・周波数軸方向に補
間することで導出する 2D (2 Dimensional) - MMSE 技術 [72] [73]も提案されてい
る．この技術は，先のパイロット信号挿入技術と比較して，伝搬路推定の補間に
よりパイロット信号の挿入率を少なくしていることが特長である． 

高速移動環境に適用可能なカルマンフィルタ [74]を活用した技術も数多く提案
されている [64] [75] [76] [77]．これらの技術では，伝搬路状態の推定と送信信号
の検出を結合させた joint detectionと呼ばれる信号処理を用いており，伝搬路状態
を自己回帰 (AR, Auto-Regressive) モデルとみなし，伝搬路の持つ統計的性質を元
に，過去の状態から現在の状態を推定する． 

以上 3種類の技術について，前節における公衆無線 LANにおける要求条件に対
する適合性を表 2.2 に評価した．全ての技術について，要求条件⑤「歩行速度程
度の移動環境をサポートする」は満足するが，その他の要求条件については，満
足しない項目が存在する．パイロット信号を用いる手法ならびに 2D-MMSE につ
いては，既存の無線 LANのフレームフォーマットの変更が必須となるため，要求
条件①「IEEE 802.11規格との適合性を持つ」に適合しない．2D-MMSEでは，こ
れに加えて時間軸方向の伝搬路推定の補間処理による遅延が大きく，データサブ
フレームを受信した後 SIFS 時間後までに BlockACK フレームを返信する判断が
行えない．よって，要求条件③「受信機の処理遅延を増加させない」を満たせな
い．カルマンフィルタを用いた手法は，伝搬路状態の確率分布や分散といったパ
ラメータが必要であることと，繰り返し処理により処理遅延および演算量が膨大
となることから，要求条件②「伝搬路の統計的性質を用いない」，要求条件③「受
信機の処理遅延を増加させない」，④「演算量が少ない」に適合しない． 
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表 2.2 既存の伝搬路トラッキング技術の公衆無線 LANへの適用性 

要求条件→ 

 

 

↓技術 

①802.11規
格との適合
性を持つ 

②伝搬路の
統計的性質
を用いない 

③受信機の
処理遅延を
増加させな
い 

④演算量が
少ない 

⑤歩行速度
の移動環境
をサポート
する 

パイロット 

信号利用 

 

[61] [70] 

[71] 

× 

フレームフ
ォーマット
の信号形式
変更が必要 

△ 

パイロット
信号挿入周
期の切替に
必要だが，必
須ではない 

× 

繰り返し演
算による処
理遅延大 

× 

伝搬路行列
全体に対す
るフィルタ
処理の演算
量が膨大 

○ 

2D-MMSE 

 

[72] [73] 

× 

フレームフ
ォーマット
の信号形式
変更が必要 

△ 

パイロット
信号挿入周
期の切替に
必要だが，必
須ではない 

× 

時間軸上の
補間処理に
より処理遅
延増大 

○ ○ 

カルマンフ
ィルタ利用 

 

[64] [75] 

[76] [77] 

△ 

パイロット
信号が不足
するが，動作
させること
は可能 

× 

カルマンフ
ィルタを動
作させるた
めに必須 

× 

繰返し演算
による処理
遅延大 

× 

伝搬路行列
全体に対す
る処理，演算
量膨大 

○ 

凡例 

○: 適合 

△: 制約条件はあるが，適合 

×: 不適合 
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現在運用されている公衆無線 LAN において，多値の変調方式，空間多重伝送，
サブフレーム集約を用いた高速伝送が利用できる環境は，端末が静止している状
態に限定される．公衆無線 LANの容量拡大に向けて，この高速伝送をユーザが移
動している環境においても実現可能とするための伝搬路トラッキング技術が必要
である．  

2.8 本研究で提案する伝搬路トラッキング技術における 

要求条件を満足するための手段 

前節までの考察をふまえて，本研究で提案する伝搬路トラッキング技術では，
以下の手段を用いて各要求条件を満足する．具体的な信号処理については，次章
において詳細に説明を行う． 

 

 要求条件①「IEEE 802.11規格との適合性を持つ」 

受信機側で復調情報系列を再符号化・再変調して生成する送信信号レプリ
カを用いて伝搬路推定を行う．パイロット信号を用いないため，既存の無線
フレームフォーマットを維持することを可能とする． 

 

 要求条件②「伝搬路の統計的性質を用いない」 

伝搬路推定行列の更新を，伝搬路トラッキング処理の持つ内部状態と送信
信号レプリカのパターンのみで導出する信号処理とし，外部パラメータに依
存しない形とすることで実現する． 

 

 要求条件③「受信機の処理遅延を増加させない」 

伝搬路トラッキングの信号処理を送信信号推定と平行して動作させる形態
を取ることで，送信信号推定からビタビ復号器までの信号処理の遅延量に影
響を与えない構成とすることで実現する． 

 

 要求条件④「演算量が少ない」 

伝搬路トラッキングのための信号処理を，サブキャリア毎に独立な行列演
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算を行うことで実現する． 

 

 要求条件⑤「歩行速度の移動環境をサポートする」 

計算機シミュレーション評価結果から満足していることを示す． 

2.9 本章のまとめ 

2.1節から 2.4節までにおいて，無線 LANのデファクト標準である 802.11規格
の概要，アクセス制御技術，および高速化技術について概説を行った．また，2.5

節では，これらの高速化技術を公衆環境で適用した場合の特性例を示した．歩行
速度の移動であっても，伝搬路変動の影響により無線フレーム後方の SFER 特性
が大きく劣化することから，伝搬路トラッキング技術が必須であることを確認し
た．2.6 節においては，無線 LAN システムにおける伝搬路トラッキング技術に必
要となる要求条件を整理した．そして，2.7節では，既存技術がこれらの条件を満
足しないことから，無線 LANに適した伝搬路トラッキング技術が必要であること
を確認した．最後に，2.8節において，第 3章で提案する伝搬路トラッキング技術
における，要求条件を満足する手段について概説した． 

次章では，提案する伝搬路トラッキング技術の具体的な信号処理を説明すると
ともに，特性評価を行い，その有効性を確認する． 
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第3章 判定帰還形伝搬路トラッキング

技術 

3.1 はじめに 

前章において，公衆環境において無線 LAN接続を行う場合，端末の移動に起因
する伝搬路変動により SFER 特性が劣化することを確認した．この問題を解決す
るためには，伝搬路トラッキング技術が必要性である．また，伝搬路トラッキン
グ技術が満足すべき要求条件を整理するとともに，既存技術では全ての要求条件
を満足できないことから，新たな技術が必要となっていることを示した． 

本章では，公衆環境における無線 LAN利用において，安定した高速通信を実現
する判定帰還形伝搬路トラッキング技術を提案する．本章の構成は以下のとおり
である． 

前提となるシステムモデルを示した上で，提案技術の信号処理について数式を
用いて説明する．受信情報系列から生成された送信信号レプリカ行列を用いて伝
搬路行列を仮推定する．この仮推定された伝搬路行列に対して，受信情報系列に
含まれる誤りに起因する推定誤差の影響を簡易な信号処理で除外する伝搬路仮推
定フィルタを用いる．さらに，伝搬路行列の推定精度を高めるために，異なる時
刻に導出された複数の仮推定値を，近似的な最大比合成に基づく重み付け合成を
行う．重みづけ合成結果が十分な推定精度となった時刻において，最新の伝搬路
推定値としてこれを用いることで，伝搬路変動への追従性を実現する．以上の信
号処理について，手順を追って詳細に説明する． 

次に，提案技術の特性評価を計算機シミュレーションにより実施する．受信機
の移動速度が歩行速度の場合において，伝搬路変動に追従することで無線フレー
ム後方のデータサブフレームの誤り率劣化を抑制し，要求特性を満足することを
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確認する． 

3.2 システムモデル 

 図 3.1 に本章で提案する伝搬路トラッキング技術の信号処理を含む送受信機の
構成を示す．送信機の構成は図 2.5 と同一である．受信機において，送信信号レ
プリカ生成機能および伝搬路推定部が伝搬路推定・トラッキング部に拡張されて
いる点が図 2.5 からの変更点である．送信信号レプリカ生成部は，受信情報系列
に対して符号化，直並列変換，インタリーバ，信号点配置を行い，OFDM シンボ
ル毎，サブキャリア毎に，送信信号ベクトル , に対応する送信信号レプリカベ
クトル , を導出する． 

2.3節において説明した通り，802.11無線 LANでは，単一の無線チャネルを DCF

に基づくアクセス制御により複数の無線局で共有し，時間棲み分けにより無線フ
レームの送受信を行う．したがって，無線局において送信動作と受信動作は時分
割で行われ，同時に動作することはない．この特徴に着目し，受信動作中に動作
を停止している送信機の当該機能（図 3.1 の送信機のブロック内で影が付いてい
るブロック）を送信信号レプリカ生成に活用することで，回路規模を増加させる
ことなく送信信号レプリカ生成機能を実現することも可能である． 

3.3 判定帰還形伝搬路トラッキング技術 

3.3.1 OFDMシンボルブロックの定義 

伝搬路推定・トラッキング部の詳細な説明に先立ち，はじめに時間単位「OFDM

シンボルブロック」（以降，単に「ブロック」と表記する）を定義する．2.5.1節に
おける送受信信号ベクトルおよび伝搬路行列の定義を基に，プリアンブルである
無線フレーム先頭（0番目）の OFDMシンボルに続くデータシンボルを 個ずつま
とめた集合をブロックとする． 番目 ( 1, 2, … , ) の OFDM シンボルが属する
ブロックのインデックス（ 1, 2, … , ; は無線フレームあたりのブロック数と
する）は，次式で導出される． 
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図 3.1 送受信機の構成 

 

/  (3.1)

ここで，	 は 以上となる最小の整数を表す． 

3.3.2 伝搬路推定・トラッキング部の構成 

本研究で提案する判定帰還形伝搬路トラッキング技術を含む，伝搬路推定・ト
ラッキング部の構成を図 3.2 に示す．伝搬路推定・トラッキング部は，受信信号
ベクトルと，送信信号ベクトルに対応する送信信号レプリカベクトルを入力とし，
伝搬路変動に追従した伝搬路推定行列を出力することを目的としている．また，
伝搬路推定・トラッキング部への入力は OFDMシンボル毎に行われる一方，内部
の信号処理は，ブロック毎，すなわち 個の OFDMシンボル時間毎に 1, 2, … ,

の各サブキャリアでそれぞれ独立に行われ，伝搬路推定行列が更新される． 

判定帰還形伝搬路トラッキング技術の信号処理は， 

 

a. 初期伝搬路推定行列の導出 

b. 伝搬路仮推定行列の導出 
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図 3.2 伝搬推定・トラッキング部の構成 

 

c. 伝搬路仮推定フィルタ 

d. 伝搬路仮推定ベクトルの重み付け合成 

e. 伝搬路推定行列の更新判定 

 

により構成される．次節以降において，それぞれの処理について詳細に説明する． 

3.3.3 初期伝搬路推定行列の導出 

伝搬路推定・トラッキング部に入力される受信信号ベクトル , のうち，無線
フレーム先頭のプリアンブルに対応する部分は初期伝搬路推定部に入力される．
これを用いて，初期伝搬路推定行列 0, が導出され，伝搬路推定メモリ部に保持
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される．この初期伝搬路推定行列は，無線フレーム先頭のプリアンブルに続くデ
ータシンボルの先頭部分の送信信号検出において用いられる． 

3.3.4 伝搬路仮推定行列の導出 

本章で提案する判定帰還形伝搬路トラッキング技術では，受信機側で送信信号
のレプリカを再生することで，パイロット信号を用いずに無線フレーム途中にお
ける伝搬路推定を行う．伝搬路推定・トラッキング部の外部に位置する送信信号
レプリカ生成部において，受信情報系列に対して畳み込み符号化，インタリーブ，
信号点配置処理を行うことで送信信号レプリカベクトル（以下，「レプリカベクト
ル」と略記する）が生成される．s番目の OFDMシンボル，i番目のサブキャリア
で送信された送信信号ベクトル , に対応するレプリカベクトル , は次式で
表される． 

,

, , 1
, , 2
⋮
, ,

 (3.2)

, ,  ( 1, 2, … , )は送信信号 , , に対応するレプリカである．受信信号
行列構成部では，送信信号レプリカ生成部から OFDMシンボル時刻毎に連続して
入力されるレプリカベクトル , を 個連結することで， 番目のブロック， 番
目のサブキャリアに対する送信信号レプリカ行列 , （以下，「レプリカ行列」
と略記する）を生成する． 

, 1 1, 1 2, ⋯ , 	

, , 1,1 , , 1,2 ⋯ , , 1,
, , 2,1 , , 2,2 ⋯ , , 2,
⋮ ⋮ ⋱ ⋮
, , , 1 , , , 2 ⋯ , , ,

 
(3.3)

, , , はレプリカ行列 , の 行 列 ( 1, 2, … , )の要素であり，
, , との対応は次式で表される． 
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, , , 1 , ,  (3.4)

また，レプリカ行列 , に対応する送信信号行列を , とする．無線フレー
ム，送信信号レプリカ，ブロックの関係を図 3.3に示す． 

受信信信号行列構成部において，OFDM シンボル時刻毎に入力される受信信号
ベクトル , を連続する 個の時刻について連結することで，番目のブロックに
おける受信信号行列 , を生成する． 

, 1 1, 1 2, ⋯ , 	

, , 1,1 , , 1,2 ⋯ , , 1,
, , 2,1 , , 2,2 ⋯ , , 2,
⋮ ⋮ ⋱ ⋮
, , , 1 , , , 2 ⋯ , , ,

 
(3.5)

, , , は受信信号行列 , の 行 列の要素であり，受信信号ベクトル ,  

の 行目の要素 , , との間に以下の関係を持つ． 

, , , 1 , ,  (3.6)

提案技術では，逆行列/擬似逆行列計算部で導出されるレプリカ行列の逆行列 

（ の場合）あるいは擬似逆行列（ の場合）を，受信信号行列に乗算す
ることで伝搬路行列を仮推定する． 

はじめに，式(2.5)で定義される雑音ベクトル , を 個連結することにより得
られる 行 列の雑音ベクトル , を定義する． 

, 1 1, 1 2, ⋯ , 	

, , 1,1 , , 1,2 ⋯ , , 1,
, , 2,1 , , 2,2 ⋯ , , 2,
⋮ ⋮ ⋱ ⋮
, , , 1 , , , 2 ⋯ , , ,

 
(3.7)

, , , は雑音行列 , の 行 列の要素であり，雑音ベクトル , の 行目
の要素 , , との間に以下の関係を持つ． 

, , , 1 , ,  (3.8)

番目のブロックに含まれる O F D M シンボルの時刻  ( 1 1, 
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図 3.3 無線フレーム，送信信号レプリカ，ブロックの関係 

 

1 2, … , ) における伝搬路状態の変動は十分小さく，伝搬路行列は互い
に等しいものとみなす．また， 番目のブロックにおける伝搬路行列の代表値

, を定義する(以降， , を単に「伝搬路行列」と呼ぶ)． 

1 1, 1 1, ⋯ , ≡ ,  (3.9)

以上の定義を用いて， 番目のブロック，番目のサブキャリアにおける，受信信
号行列 , ，伝搬路行列 , ，送信信号行列 , ，熱雑音行列 , の関係
は，式(2.1)を拡張して次式で表される． 

, , , ,  (3.10)

提案する伝搬路トラッキング技術では，送信信号行列 , の代替としてレプリ
カ行列 , を代入した場合においても，式(3.10)が成立するものとみなす． 

, , , ,  (3.11)

式(3.11)は，レプリカ行列に誤りが含まれない( , , )ことを仮定して
いる．しかしながら，実際にはレプリカ行列 , は受信情報系列の誤りの影響
を受ける．この問題に対しては，3.3.5節において定義する伝搬路仮推定値フィル
タを用いることで対応する． 

式(3.11)の受信信号行列 , の右から，逆行列/擬似逆行列計算部において導出

送信
アンテナ

trep(1,i,2,1)

trep(1,i,1,1)

trep(1,i,K,1)

trep(1,i,2,2)

trep(1,i,1,2)

trep(1,i,K,2)

trep(1,i,2,L)

trep(1,i,1,L)

trep(1,i,K,L)

…

…

…

… … …

1番目の
OFDMシンボルブロック

時刻
（OFDMシンボル）1 2 L L+1 L+2 2L… …

2番目の
OFDMシンボルブロック

1

2

K

…

Trep(1,i) Trep(2,i)

trep(2,i,2,1)

trep(2,i,1,1)

trep(2,i,K,1)

trep(2,i,2,2)

trep(2,i,1,2)

trep(2,i,K,2)

trep(2,i,2,L)

trep(2,i,1,L)

trep(2,i,K,L)

…

…

…

… … …

データ1 データ2 データ3 データ4 データ5無線
フレーム

Trep(c,i): 送信信号レプリカ行列
trep(b,i,k,l): レプリカ要素
k: 送信アンテナ (1, 2, …, K)
l: ブロック内時刻 (1, 2, …, L)
b: ブロック (1, 2, …, B )

…



44 
 

 
 

されたレプリカ行列の逆行列（ の場合）あるいは擬似逆行列（ の場合）
を乗算することにより，レプリカ行列の影響をキャンセルし，伝搬路行列の仮推
定を取得する．この演算は 個の OFDMシンボルにつき 1回行われる． 

 , , , , , , 	

, , 1,1 , , 1,2 ⋯ , , 1,
, , 2,1 , , 2,2 ⋯ , , 2,
⋮ ⋮ ⋱ ⋮
, , , 1 , , , 2 ⋯ , , ,

 

(3.12)

, は伝搬路行列 , の仮推定（伝搬路仮推定行列と呼ぶ），	 , , ,

は伝搬路仮推定行列 , の 行 列の要素（伝搬路仮推定値と呼ぶ）である．
	 , は， の場合はレプリカ行列 , の逆行列， の場合は擬
似逆行列を表す． , が存在しない場合は，式(3.12)の演算は行わない． 

伝搬路仮推定行列 , の導出において，ブロック毎に含まれる OFDMシン
ボル数 （以降，「ブロックのサイズ」と呼ぶ）は重要なパラメータとなる．
ブロックのサイズ を大きくすると， , を構成する要素の数が増えるた
め，伝搬路仮推定行列 , の推定精度は高くなる．その一方で，伝搬路仮推定
行列 , が取得できる頻度は低下する．本研究では，伝搬路変動への追従性
を高める観点から，ブロックのサイズを空間多重数に設定し ( ) ，伝搬路仮
推定行列の導出頻度を最大化する．また， , （レプリカ行列の逆行列あ
るいは擬似逆行列）を「レプリカ逆行列/擬似逆行列」と略記する． 

伝搬路仮推定行列は伝搬路行列の推定値ではあるが，以下の課題があるため十
分な推定精度を持たず，単体で伝搬路推定行列として用いることができない．  

 

・ 課題 a. 受信情報系列の誤りの影響を受ける 

・ 課題 b. 伝搬路仮推定行列自体の推定精度が低い 

・ 課題 c. ブロック毎に伝搬路仮推定値の推定精度が変動する 

・ 課題 d. レプリカ逆行列/擬似逆行列が存在しない場合，伝搬路仮推定行列が 

 導出できない 

 

なお，ブロックのサイズ を より大きくした場合については，課題 b「伝搬路仮
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推定行列の推定精度が低い」が改善されるもののその効果は十分ではなく，また，
課題 a,c,dに対する解決とはならない． 

提案技術では，課題 aの解決手段として，3.3.5節で説明する「伝搬路仮推定フ
ィルタ」を導入する．また，課題 b, c, dを解決するために，3.3.6節で説明する伝
搬路仮推定行列をベクトル毎に重み付け合成する手法を用いる．なお，伝搬路仮
推定行列そのものを伝搬路推定行列として用いた場合の特性評価は 3.4.1 節にお
いて行われており，SFER特性が全く改善しないことが示されている． 

3.3.5 伝搬路仮推定値フィルタ 

前節で確認した通り，伝搬路仮推定行列 , の精度は，レプリカ行列に復
号誤りが含まれる場合に推定精度が大幅に劣化する．この問題を解決するために，
直前のブロックにおいて送信信号検出部で用いられた伝搬路推定行列と，現在の
ブロックで導出された伝搬路仮推定行列 , とを比較し，差分が大きい場合
には誤りを含むものとみなして廃棄する「伝搬路仮推定フィルタ」を導入する． 

いま，伝搬路推定メモリに格納されている伝搬路推定行列を , とする． 

,

, , 1,1 , , 1,2 ⋯ , , 1,
, , 2,1 , , 2,2 ⋯ , , 2,
⋮ ⋮ ⋱ ⋮
, , , 1 , , , 2 ⋯ , , ,

 (3.13)

, , ,  は伝搬路推定行列 , の 行 列の要素であり，伝搬路推定値と呼
ぶ．伝搬路仮推定フィルタでは，レプリカ行列から導出された伝搬路仮推定行列

, と，直前のブロックにおける伝搬路推定行列 1, との差分を求め
る．ここで，直前のブロックの伝搬路推定行列を参照しているが，これは， 番目
のブロックにおける伝搬路仮推定フィルタが動作している時点において参照可能
な最新の伝搬路推定行列は 1番目のものとなるためである． 

∆ , , 1,

∆ , , 1,1 ∆ , , 1,2 ⋯ ∆ , , 1,
∆ , , 2,1 ∆ , , 2,2 ⋯ ∆ , , 2,

⋮ ⋮ ⋱ ⋮
∆ , , , 1 ∆ , , , 2 ⋯ ∆ , , ,

 
(3.14)
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∆ , , , は差分行列∆ , の	 行	 列の要素である．この誤差をスカラ
ー量として表す指標として，電力に相当する全ての要素のユークリッド距離の自
乗和を用いる手法が考えられる．しかし，サブキャリアあたり 2MK個の乗算器が
必要となる．提案技術では，演算量削減の観点から導出に乗算器が不要であるマ
ンハッタン距離 [78]（複素数の実部と虚部の絶対値の和）を用いる．差分行列
∆ , の要素毎にマンハッタン距離による大きさを求め列ベクトル毎の和

, , を誤差指標として導出する． 

, , Re ∆ , , , Im ∆ , , ,  (3.15)

Re および	Im は，それぞれ複素数 の実部および虚部を表す．提案技術では誤
差指標を伝搬路仮推定行列 , の列ベクトル（これを伝搬路仮推定ベクトル
と呼び，以降 , , と記述する）毎に導出している．これは，3.3.6 節で説明
する伝搬路仮推定行列の重み付け合成が列ベクトル単位で行われることに適合さ
せるためである． 

伝搬路仮推定フィルタでは，誤差指標 , , が既定の閾値 を上回る場合
は，誤差要因が伝搬路変動や雑音ではなく受信情報系列に含まれる復号誤りが原
因であるとみなす．この場合，当該の伝搬路推定仮ベクトルを廃棄し，重み付け
合成部に出力しない．閾値 を下回る場合は，誤りの影響を受けていないとみな
し，そのまま重み付け合成部に出力する．これにより，推定精度の高い伝搬路仮
推定ベクトルのみを選別して後段に出力する． 

誤差指標 , , に対する閾値 は，伝搬路変動量や雑音に起因する誤差は
閾値を下回り，レプリカ行列の誤りに起因する誤差は閾値を上回る適切な値に設
定すべきである．閾値 の最適化は，3.4.2節において計算機シミュレーション結
果をふまえて考察する． 

3.3.6 伝搬路仮推定ベクトルの重み付け合成 

3.3.4節において説明した通り，伝搬路仮推定行列 , はレプリカ逆行列/擬
似逆行列により強調された雑音の影響を受け，単独では十分な推定精度を持たな
い確率が高い．提案法では，この問題を解決するために，複数の異なるブロック
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で導出された伝搬路仮推定行列をベクトル毎に重み付け合成することで雑音の影
響を緩和し，推定精度を向上する手法を用いる． 

いま，式(3.12)における伝搬路仮推定値 , , , に含まれる雑音項，すなわ
ち行列の積 , , の 行 列の要素を , , , として，以下の式の
通り展開する． 

, , , , , , 1 , , 1, , , , 2 , , 2, ⋯

, , , , , ,  
(3.16)

, , , は，レプリカ逆行列/擬似逆行列 , の 行 ( 1, 2, … , ) 列
の要素である．受信機で付加される雑音 , , , は平均0，分散 を持つ要素
毎に独立なガウス雑音であるとする．雑音項 , , , の分散，すなわち電力の
期待値は次式で与えられる． 

Var , , , , , ,  (3.17)

提案技術では，式(3.17)で導出した雑音電力の期待値を用いて，近似的な最大比合
成に基づく重み付け合成を行う． 

伝搬路仮推定値 , , , に対して，伝搬路の真の値の電力を信号電力に見
立てた，近似的な信号対雑音電力比  (aSNR, approximated SNR) である
	aSNR , , , は以下の式で表される． 

aSNR , , ,
| , , , |
Var , , ,

| , , , |

∑ , , ,
 (3.18)

ここで， , , , は伝搬路行列 , の 行 列の要素の真値である．実際に
は，式(3.12)で導出される伝搬路仮推定値にはブロック内の伝搬路変動の影響が含
まれるが，十分小さいものとみなしその影響を考慮していない．そのため，式(3.18)

は厳密な SNRではなく近似値である．また，レプリカ逆行列/擬似逆行列が存在し
ない場合は，伝搬路仮推行列が存在しないため，aSNR , , , は導出されない． 
 最大比合成の重み係数は，分子が「観測値に含まれる推定対象値に乗算される
係数の複素共役」，分母が「観測値に含まれる雑音の電力期待値」で構成される分
数で規定される  [79]．式 (3.12)により，「推定対象値（伝搬路行列の真の値
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, , , ）に乗算される係数」は 1となる．また，雑音電力期待値は，式(3.17)

で与えられる．以上より，伝搬路仮推定値 	 , , , に対する重み係数
, , , は次式で表される． 

, , ,
1

Var , , ,
1

∑ , , ,
 (3.19)

複数の異なるブロックにおいて導出された伝搬路仮推定値は，推定された過去
のブロックと，現在のブロックとの間の時間差が個別の値を持つ．したがって，
現在のブロックにおいて最大比合成を行う場合は，式(3.19)の重み係数を，時間経
過に応じた推定誤差の影響を含める形に修正しなければならない．しかしながら，
伝搬路トラッキングに対する要求条件②「伝搬路の統計的性質を用いない」より，
伝搬路の時変動速度を受信機側で参照することができない．提案技術では，伝搬
路仮推定値各々が持つ固有の伝搬路変動量は考慮せず，式(3.19)の重み係数

, , , そのものを用いて合成を行う近似的アプローチを用いる． 

いま，式(3.19)の右辺に着目すると，重み係数 , , , は行のインデックス
（受信アンテナ番号）に依存せず，同一の値を取ることが分かる．また，分母には
共通項として雑音項 , , , の電力期待値 が存在する．これらの特徴を用い
て，重み係数 , , , を伝搬路仮推定ベクトル , , の要素間で共通の相
対値 , , として再定義する． 

, ,
1

∑ , , ,
 (3.20)

この重み係数 , , を用いて，伝搬路仮推定行列の列ベクトル毎に重み付け合
成を行う．b番目のブロックにおける，i番目のサブキャリアの伝搬路仮推定行列
の k列目の列ベクトルに対する重み付け合成は次式で定義される． 
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, ,
∑ , , , ,,

∑ , ,,

	

, , 1,
, , 2,
⋮
, , ,

 

(3.21)

, , は伝搬路推定行列 , の k番目の列ベクトルに対応する伝搬路仮
推定ベクトルの合成結果（以降，伝搬路仮推定合成ベクトルと呼ぶ），

, , , は伝搬路仮推定合成ベクトル , , の 行目の成分， ,

は伝搬路推定行列 , のk番目の列ベクトルにおいて前回更新が行われたブロ
ックの次のブロック番号を表す．例えば，前回の更新が 7 番目のブロックにおい
て行われたのであれば，8番目ブロック以降における , の値は 8となる．ま
た，無線フレーム先頭のプリアンブルにおける初期伝搬路推定行列の導出は，0番
目のブロックにおいて行われたものとして扱う．すなわち，初期伝搬路推定行列
の導出にあわせて， , の初期値として 1を設定する． 

 なお，式(3.21)で示した伝搬路仮推定ベクトルの合成は，近似を用いているため，
伝搬路行列の各要素におけるブロック間の振幅変動が考慮されていない．実際に
は，時間経過に伴い推定時と合成時の伝搬路行列の真値そのものが変動する．し
たがって，これが誤差要因となり厳密な最大比合成とはならない． 

3.3.7 伝搬路推定行列の更新判定 

前節で示した伝搬路仮推定ベクトルの重み付け合成により，合成結果である伝
搬路仮推定合成ベクトルは雑音の影響が軽減され推定精度が向上する．伝搬路推
定更新判定部では，送信信号推定部における利用が可能となる推定精度が得られ
たタイミングで，伝搬路仮推定合成ベクトルにより，伝搬路推定・トラッキング
部の伝搬路推定メモリに保持されている伝搬路推定行列の当該ベクトルを更新す
る．これにより，伝搬路変動に対する追従性を実現する． 

伝搬路仮推定合成ベクトルによる更新条件を設定するためには，これが持つ推
定精度を計算する必要がある．前節で説明した通り，提案法では近似的な最大比
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合成を導入している．提案技術では，最大比合成の持つ「『合成結果の SNR』は『合
成要素の SNRの和』で導出される」特徴が，合成前後の各 aSNRに対して近似的
に成立するものとみなす．すなわち，式(3.18)で定義される合成対象となる伝搬路
仮推定値の aSNRの和により，合成後の伝搬路推定値 , , , の推定精度で
あるaSNR , , , が導出されるものとみなす． 

aSNR , , , aSNR , , ,
,

	

Ave | , , , | ,
∙ , ,

,

 

(3.22)

ここで、Ave は , 1 , … , の平均値を表す．また， 

合成期間中は伝搬路変動が十分緩やかであり，伝搬路の真の値平均電力は，伝搬
路の真値の平均電力と等しいものと仮定しているため，以下の近似式を用いた． 

, , , , , 1, , , , , , 	

≡ Ave | , , , | ,

(3.23)

伝搬路トラッキング技術の目的は，無線フレーム先頭のプリアンブルを用いた
初期伝搬路推定行列に相当する推定精度をフレーム末尾まで維持することにより，
伝搬路変動によるデータサブフレーム誤り率の劣化を回避することである．した
がって，伝搬路仮推定合成ベクトルの各要素の推定精度の目標値として，初期伝
搬路推定行列の当該ベクトルの推定精度を設定することが適当である．この方針
に基づいた伝搬路仮推定合成ベクトル更新条件は，以下の式で表される． 

aSNR , , , aSNR , , ,

α
Ave | , , , | ,

 

(3.24)

ここで，αはデータシンボルに対するプリアンブルの電力比である．また，
aSNR , , , は，伝搬路仮推定合成ベクトル , , の合成対象区間 
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( , , … , ) の各ブロックにおいて，プリアンブルを用いて伝搬路推定を
実施したと仮定した場合の平均 aSNR， , , , は伝搬路行列 , の 行 列
の要素である． 

式(3.24)に式(3.22)，式(3.20)を代入することにより，更新条件は次式の通り相対
値で表すことができる． 

, ,
,

	 (3.25)

式(3.25)はレプリカ行列の逆行列の要素 , , , と，プリアンブルとデータシ
ンボルの電力比αのみで定義される．これは伝搬路の変動速度等の外部パラメータ
を一切必要としないことを意味し，要求条件②「伝搬路の統計的性質を用いない」
を満足する．また，雑音電力の期待値 が含まれておらず，これを推定する必要
がない．さらに，この判定条件は伝搬路仮推定合成ベクトルの要素間で共通であ
るため，伝搬路仮推定合成ベクトル毎に一回の計算となる． 

伝搬路推定更新判定部では，ブロック毎，サブキャリア毎に，伝搬路仮推定合
成ベクトル , , が導出される都度，式(3.25)の条件を満足するか否かを確認
する．条件を満足する場合は，伝搬路推定メモリに格納されている伝搬路推定行
列 , の当該列ベクトル , , （以降，伝搬路推定ベクトルと呼ぶ）を，伝
搬路仮推定合成ベクトル , , で更新する．式(3.25)の条件を満足しない場合
は，更新は行われず，直前のブロックにおける伝搬路推定ベクトルを保持する．
番目のブロックにおける伝搬路推定ベクトルの更新は以下の式で表される． 

, ,
, , , if Eq. 3.25 is met.
1, , , otherwise.

(3.26)

伝搬路トラッキング部はブロック単位で動作を行う一方，送信信号検出部は
OFDMシンボル毎に動作する．送信信号検出部は，OFDMシンボル毎に伝搬路推
定メモリ部に格納されている伝搬路推定行列を参照する． 番目の OFDM シンボ
ルにおいて送信信号検出部において用いられる伝搬路推定行列 , は， 番目の
ブロックにおける伝搬路推定・トラッキング部の処理の後に伝搬路推定値メモリ
に格納されている伝搬路推定行列を , とすると，下式で表される． 
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, , (3.27) 

, if	 0.

0 , otherwise.
	 (3.28) 

は，あるブロックの受信信号行列が生成されたタイミングを起点として，当該ブ
ロックのレプリカ行列が生成され伝搬路推定・トラッキング部の処理が終了する
までの処理遅延時間を OFDMシンボル時間で正規化した値である． 

図 3.4 に，提案技術において伝搬路仮推定値を重み付け合成することにより伝
搬路推定値が更新される例を示す．本図において，伝搬路仮推定フィルタは省略
している．受信信号行列 , とレプリカ逆行列/擬似逆行列 , が出力さ
れる時間差が処理遅延時間 に相当する．また，2番目のブロックではレプリカ行
列の逆行列が存在しないため伝搬路仮推定が行われない． 

3.3.8 判定帰還形伝搬路トラッキング技術のアルゴリズム記述 

表 3.1に 0の場合における本章で提案した判定帰還形伝搬路トラッキング技
術のアルゴリズムを記述する． 
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図 3.4 伝搬路推定値がブロック毎に更新される例 
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表 3.1 判定帰還形伝搬路トラッキング技術のアルゴリズム記述 

 

● Input: , , ,  / Output: ,  

 

● Initial calculation (once per wireless frame） 

for 1 ∶ 	  

calculate 0,  from preamble 

for 1 ∶ 	  

, ← 1 (initialize)  

end for 

end for 

 

(continued to the next page) 
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● Channel tracking calculation (once per OFDM symbol) 

for 1 ∶ 	  

/ 	 	(3.1) 

if mod , 0 

  for 1 ∶ 	  

   if , 	exists 

calculate , 	 	(3.12) 

for 1 ∶ 	  

calculate , , 	 	(3.15) 

if , , ≥  

calculate , , 	 	(3.20) 

calculate , , 	 		(3.21) 

else 

, , ← 0  

, , ← 0  

end if 

if ∑ , ,, 	 	 (3.25) 

, , ← , , 	 		(3.26)	

, ← 1	 	

end if 

    end for 

   end if 

  end for 

 end if 

 for 1 ∶ 	  

  , ← ,  	 		(3.27), (3.28) 

 end for 

end for 
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3.4 特性評価 

前節で提案した判定帰還形伝搬路トラッキング技術について，計算機シミュレ
ーションによる特性評価を実施した．シミュレーション諸元，遅延プロファイル
は第 2 章における評価と同様とし，表 2.1 および図 2.5 に示される．また，第 2

章における評価と同様に，固定設置された基地局（送信機）が移動する端末（受信
機）に対してデータを送信する場合を想定する． 

3.4.1 伝搬路仮推定行列を単体で用いる伝搬路トラッキングの特性 

3.3.4 節で述べたとおり，伝搬路トラッキングを簡易に実現する一手段として，
伝搬路仮推定行列 , を，s番目の OFDMシンボル，i番目のサブキャリアに
おいて送信信号検出部において用いられる伝搬路推定行列を , そのものとす
る形態も想定される．そこで，以下の前提を用いて SFER特性を確認した． 

伝搬路トラッキングを用いない場合は，2.5.2節と同様に，プリアンブルから導
出した初期伝搬路推定行列 0, を無線フレームの全ての OFDMシンボルに対し
て用いる（式(2.8)）． 一方，伝搬路トラッキングを用いる場合は，伝搬路仮推定行
列 , により，伝搬路推定行列をブロック毎に更新する．また，レプリカ逆行
列/擬似逆行列 ,

∓
が存在せず伝搬路仮推定行列 , が導出されなか

った場合については，直前の OFDMシンボルにおける伝搬路仮推定行列を用いる
ものとする． 

,

0, ,																				 if s 0

, ,														if	s 	and	 , 	exists

1, ,													 otherwise

 (3.29)

SFER特性評価結果を図 3.5に示す．伝搬路仮推定行列を直接利用する手法は，
SFER特性の改善効果が全く得られないことが分かる．その理由は以下 a.～d.の通
りである． 
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図 3.5 伝搬路仮推定行列を直接用いる伝搬路トラッキングの SFER特性 

 

a. レプリカ行列の誤りの影響を受ける 

レプリカ行列は受信情報系列から再生されるため，受信情報系列の誤りの       
影響を受ける．無線フレーム前方に位置するデータサブフレームに対応する
受信情報系列に誤りが発生すると，これを元に生成されたレプリカ行列を用
いて導出された伝搬路仮推定行列の推定精度は著しく低下する．そして，こ
の伝搬路仮推定行列の誤差が送信信号検出部の誤りを増大させ，さらにレプ
リカ行列に誤りが含まれ，伝搬路仮推定行列に大きな誤差が生じる……とい
う形の誤り伝播が発生し，特に無線フレーム後方のサブフレーム誤り率特性
が大きく劣化する． 

この問題の解決策として，サブフレーム毎の誤り検出結果を用いてレプリ
カ行列の正否を確認することも考えられる．ところが，サブフレーム単位の
極めて大きな処理遅延が発生する12ため，要求条件③「受信機の処理遅延を増
加させない」を満足しない．処理遅延を増加させることなく，誤ったレプリ
カの影響を除外する手段が必要となる． 

                                                   
12 表 2.1のパラメータを用いた場合，データサブフレームあたりの OFDMシンボル数は 19

個，所要時間は 76sである．これは SIFS (16s) の 4.75倍である． 
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伝搬路トラッキング技術を用いる場合
（伝搬路仮推定行列を直接利用）
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b. 伝搬路仮推定行列そのものの推定精度が低い 

式(3.12)において，伝搬路仮推定行列 , にはレプリカ逆行列/擬似逆行
列が乗算された雑音行列が含まれている．レプリカ行列の逆行列は雑音強調
成分として作用する．レプリカ行列は復号ビット系列から生成されランダム
パターンとなるため，レプリカ行列の逆行列により雑音が増幅される量は，
レプリカ行列毎に変動する． 

一例として，伝搬路仮推定値に含まれる雑音電力を，プリアンブルを用い
て推定したと仮定した場合の伝搬路推定に含まれる雑音電力期待値で正規化
した値の確率分布を図 3.6に示す13．送信機のパラメータは表 2.1と同一であ
る．正規化された雑音電力期待値が 1 以下となる場合は，雑音強調が小さく
プリアンブルよりも高い精度を持つ伝搬路推定値が得られることを意味する．
その確率は 3.3%である．これは，96.7%の確率でレプリカを用いた伝搬路仮
推定値はプリアンブルを用いた伝搬路推定値よりも精度が劣ることを意味す
る．この結果より，仮推定値そのものを伝搬路推定値として利用した場合，
無線フレームの途中から伝搬路推定精度が劣化すると考えられる． 

 

c. ブロック毎に伝搬路仮推定値の推定精度が変動する 

図 3.6 に示される通り，伝搬路仮推定値に含まれる雑音電力は幅広い分布
を持つ．したがって，伝搬路仮推定値の精度はレプリカ行列のランダム性に
よりブロック毎に大きく変動する．伝送品質を維持するためには，無線フレ
ーム後方においてもプリアンブルを用いた伝搬路推定と同等以上の推定精度
が必要となる．この推定精度を保証する手段として，高い推定精度を持つ伝
搬路推定値のみを選別して用いる手法も考えられるが，図 3.6 よりその確率
が極めて低いことは明白であり，伝搬路追従性が高められないと考えられる． 

 

d. 伝搬路仮推定行列が導出できない事象が存在する 

レプリカ行列が逆行列を持たないパターンとなる場合は，式(3.12)の伝搬路
仮推定行列が導出できない．対策の一例としては，式(3.29)で示される通り， 

                                                   
13 この場合のレプリカ行列のパターンは，64 18,014,398,509,481,984通り（約 1.8 兆通

り）存在する．全ての組み合わせについて計算が行えうことが不可能であったため，モンテ

カルロシミュレーションによる評価を実施した． 
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図 3.6 伝搬路仮推定行列の要素に含まれる雑音電力の分布 

 

過去に推定された伝搬路推定行列を用いる手法が考えられる．なお，レプリ
カ逆行列/擬似逆行列が存在しない確率は空間多重数や変調多値数に依存す
る．送信情報系列がランダムビット列である場合，2 空間多重の 16QAM，2

空間多重の 64QAM，3空間多重の 16QAM，3空間多重の 64QAMでそれぞれ
2.7%，2.1%，0.9%，0.02%となる14．一方，プリアンブルやパイロット信号を
用いた伝搬路推定においては常に同一の既知信号を送信するため，この問題
は発生しない． 

 

以上より，伝搬路仮推定行列そのものは十分な推定精度が得られず，伝搬路仮推
定行列の合成による推定精度改善が必須であることを確認した． 

                                                   
14 図 3.6における雑音電力分布の評価と同様に，3空間多重の 16QAMおよび 64QAMの場合

は，組み合わせ数が膨大となるため，全ての組み合わせを計算することができない．そのた

め，モンテカルロシミュレーションによる評価を行った． 
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3.4.2 伝搬路仮推定フィルタのパラメータ最適化 

次に，伝搬路仮推定値フィルタのパラメータである閾値 の最適化を行う．閾
値 は，要求条件②「伝搬路の統計的性質を用いない」および要求条件④「演算
量が少ない」を順守する観点から，伝搬路状態，ブロック，サブキャリア等のパラ
メータに依存しない固定値を用いるものとした． 

閾値 をパラメータとして，受信機の移動速度に対する SFER評価を行った結
果を図 3.7に示す．本図では，CNRを 31dBとし，4番目のデータサブフレームに
対する誤り率をプロットした．	 は伝搬路行列の要素あたりの平均電力で正規化
した値である． を 2以下に設定することで，時速 8km/h以下において良好な特
性を示す．また， を 0.25に設定すると,移動速度 10km/h以上の場合において特
性劣化が見られる．一方， を 4以上に設定すると，低い移動速度における特性
劣化が観測された．これらの結果より， 1を最適値とみなして設定した． 

3.4.3 伝搬路仮推定フィルタの効果 

伝搬路仮推定フィルタの効果を確認するために，以下の 4つのケースについて，
SFER特性を評価した（図 3.8）． 

 

 ケース 1: 伝搬路トラッキングを利用しない場合 

 ケース 2: 伝搬路仮推定行列そのものを利用する場合 (3.4.1節の評価) 

 ケース 3: 本章の提案技術を利用するが，伝搬路仮推定フィルタは用いない
場合 

 ケース 4: 本章の提案技術の要素を全て活用した場合 

 

ケース 2とケース 3,4との間で著しい SFER特性の差が確認される．これは，ケー
ス 3 および 4 において複数のブロックで推定された伝搬路仮推定ベクトルを合成
することで伝搬路推定行列の精度を高めていること，および，伝搬路推定行列の
更新条件を適切に設定することで推定精度を担保していることに起因する．また， 
ケース 3 と 4 との特性差から，伝搬路推定フィルタの効果が確認される．伝搬路
推定フィルタを用いないケース 3においては，SFERが 10-3を上回る領域において 
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図 3.7 伝搬路仮推定フィルタ閾値をパラメータとした SFER特性 

 

 

図 3.8 伝搬路仮推定値の重み付け合成および 

伝搬路仮推定フィルタの効果 
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誤り率のフロアが観測される．伝搬路仮推定ベクトルの合成の効果により，ケー
ス 1 およびケース 2 と比較して SFER 特性は改善するものの，受信情報系列の誤
りに起因するレプリカ行列の誤りが伝搬路推定精度を低下させ，フロアが発生す
る．一方，伝搬路推定フィルタを用いるケース 4 では，この SFER のフロアが解
消される．伝搬路推定フィルタを用いることで，誤ったレプリカ行列により導出
された伝搬路仮推定ベクトルを排除し，推定精度の高い伝搬路仮推定ベクトルの
みを重み付け合成の対象としていることに起因している．ケース 4 では， SFER

が 10-3 以下の領域においても CNR の増加に対して両対数グラフ上で直線的に
SFERが低下しており，フロアを解消している． 

3.4.4 データサブフレーム誤り率特性 

本章の提案技術用いる場合と用いない場合における SFER 特性を受信機の移動
速度をパラメータとして図 3.9に比較する．受信機の移動速度が歩行速度 (4km/h) 

の場合において，提案技術を用いる場合の SFER 特性はほぼ劣化がない．一方，
伝搬路トラッキングを用いない場合は，歩行速度より低速な移動速度である 2km/h

の場合であっても，所要 CNRの劣化が顕著となる．本結果より，伝搬路トラッキ
ング技術の適用が必須であることが分かる． 

また，受信機の移動速度が歩行速度 (4km/h) の場合における無線フレーム内の
データサブフレーム位置ごとの誤り率特性を図 3.10に示す．伝搬路トラッキング
を用いない場合には，伝搬路変動により無線フレーム後方における SFER 特性が
大幅に劣化している．提案技術を用いることにより，レプリカにより伝搬路推定
行列を更新し伝搬路変動に追従し，SFER特性を無線フレーム内で一定に維持する
ことが可能であることが分かる． 

3.4.5 受信機の移動速度に対する耐性 

 本章の提案技術について，受信機の移動速度に対する耐性を図 3.11に示す．横
軸は受信機の移動速度，縦軸は静止状態（移動速度 0km/h）の場合を基準とした場
合の SFER=10-2を満足するための所要 CNRである．提案法の適用により，移動速
度 4km/hにおける CNR劣化量を 0.1dB以下に抑制する．この結果より，提案技術
が第 2 章で挙げた無線 LAN のための伝搬路トラッキング技術の要求性能である 
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図 3.9 伝搬路トラッキング技術を用いた場合における CNR対 SFER特性 

 

 

図 3.10 データサブフレーム位置毎の SFER特性の例 
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図 3.11移動速度に対する耐性 

 

⑤「歩行速度の移動環境をサポートする」を満足していることが確認された． 

既存規格を遵守した上で伝搬路変動への耐性を高める手段としては，第 2 章で
述べた通り，無線フレーム長あたりに格納されるデータサブフレーム数を削減す
る手法が挙げられる．本手法を用いるとヘッダやフレームギャップが増加し伝送
効率の低下を招く．この無線フレームに含まれるデータサブフレーム数を削減す
る場合を本章の提案技術を用いない既存手法と位置付け，図 3.11に併せてプロッ
トした．無線フレーム短縮におけるパラメータ は，無線フレームあたりに含まれ
るデータサブフレームの数を表す． 2の場合において，移動速度 4km/hにおけ
る特性劣化が顕著となっている．したがって，良好な特性を得るためにはサブフ
レーム集約を用いないようにしなければならない． 1，すなわちサブフレーム
集約を行わない場合においては，提案法を上回る特性が得られることが分かる．
しかしながら，この場合は，無線フレーム内に占めるデータシンボルの割合が低
くなるため伝送効率が低下する． 

サブフレーム集約を行う場合と行わない場合の伝送効率を比較する．各無線フ
レームには 802.11nのヘッダが付加されるものとし，その時間長を 802.11n規格に
倣い 36 sとする．また，サブフレーム集約を行わない場合は 8個の無線フレーム
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を連続送信することとする．802.11 プロトコルでは連続送信する無線フレームの
間に SIFSを挿入する必要がある．また，無線フレームの連続送信を成立させるた
めには，これに先立ち連続送信に必要となる期間のチャネルの利用を予約する
CTS-to-Self (Clear To Send-to-self)フレームの送信が必要となり15，その時間長を
28sとする．無線フレームあたりのデータ部分の時間長は，サブフレーム集約を
行い 8 個のデータサブフレームを 1 つの無線フレームに格納する場合と，サブフ
レーム集約を行わない場合について，それぞれ 596s，76sである．以上述べた
パラメータを元に所要伝送時間を計算すると，以下の結果となる． 

 

・ 伝搬路トラッキングおよびサブフレーム集約を利用する場合:  

36 s + 596 s     =  632 s 

 

・ 伝搬路トラッキングおよびサブフレーム集約を利用しない場合: 

28 s + (16 s + 36 s + 76s )×8 = 1,052 s 

 

伝搬路トラッキングおよびサブフレーム集約を用いない場合は，用いる場合と比
較して所要伝送時間が 1.7 倍に増加する．これは，伝送効率に換算すると 40%の
低下に相当する．したがって，サブフレーム集約を利用しない公衆無線 LANの運
用は伝送容量を大幅に低下させてしまうことが分かる．サブフレーム集約を行う
ことで高い伝送効率を実現することが可能となるため，公衆環境において本章の
提案技術を適用することは極めて有効である． 

3.4.6 演算量評価 

本章の提案技術演算量評価を，既存のカルマンフィルタを用いて繰り返し演算
を行う伝搬路トラッキング技術 [64]を比較対象として評価を行った [80]．逆行列
の導出には LU(Lower Upper)分解 [81]を用いることを想定し，評価指標は OFDM

シンボル時間あたりに必要となる複素乗算回数とした．評価結果を図 3.12に示す． 

                                                   
15 一般的には RTS(Request To Send)フレームを送信し，宛先局から CTS(Clear To Send)フレー

ムを受信することでチャネルを予約しデータの連続送信を行う形態が用いられる．ここで

は，RTS/CTSフレームの交換よりも伝送効率の高い CTS-to-Selfフレームの送信を仮定した． 
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図 3.12 所要演算量（OFDMシンボル毎に必要となる複素乗算器数）の比較 

 

従来技術においては，伝搬路全体を巨大な行列として扱いカルマンフィルタを
OFDM シンボル毎に繰り返し行うことから演算量が膨大となる．一方，提案技術
はサブキャリア毎の信号処理としているため行列サイズが小さく，逆行列演算に
必要となる乗算回数を少なくしている．また，演算頻度をブロック毎としており，
少ない演算量で要求条件を満足する移動速度に対する耐性を実現している． 

本評価結果より，本章の提案技術は，2.6 節で挙げた無線 LAN のための伝搬路
トラッキング技術の要求性能④「少ない演算量で実装可能」⑤「歩行速度におけ
る良好な特性」を満足することを示した．なお，回路規模については，第 5 章に
おける FPGA を用いた実験装置においても所要ゲート数による評価を示し，フィ
ージビリティの確認・議論を行う． 

3.5 第 3章のまとめ 

本章では，ユーザが移動する公衆環境において無線 LAN接続を利用する場合に
おいても安定した高速伝送を実現するための判定帰還形伝搬路トラッキング技術
を提案した．判定帰還形伝搬路トラッキング技術は，OFDM シンボルブロック毎

1 1 2 3 4 5 6
送信/受信アンテナ本数

O
F

D
M

シ
ン

ボ
ル

あ
た

り
に

必
要

と
な

る

複
素

乗
算

器
数

10

102

104

105

106

107

103

1%以下の演算量で実現

提案法
従来法（Kalman Filterベース）



67 
 

 
 

に動作し，以下の信号処理から構成される． 

 

 送信信号レプリカ行列を用いた伝搬路仮推定行列の導出 

 伝搬路仮推定行列を構成する伝搬路仮推定ベクトルに対するフィルタ 

 伝搬路仮推定ベクトルに対する重み付け合成 

 伝搬路仮推定合成ベクトルを用いた伝搬路推定値の更新 

 

また，以下の特長を持ち，公衆無線 LANへの適用性を満足する． 

 

① 802.11無線 LAN標準との互換性 

送信信号レプリカ行列を用いることで，パイロット信号の挿入等の既存
のフレームフォーマットの変更を不要としている．受信機側の信号処理の
改良のみで実現可能であり，既存の 802.11標準に適用が可能である． 

 

② 伝搬路の統計的性質が不要 

伝搬路仮推定行列の導出，伝搬路仮推定フィルタ，伝搬路仮推定ベクトル
の重み付け合成，重み付け合成結果による伝搬路推定行列の更新，という 4

つのステップ全てにおいて，外部環境に依存するパラメータを一切用いて
いないため，この条件を満足する． 

 

③ 受信機における処理遅延を増大させない 

伝搬路トラッキング技術と送信信号の復調を並列処理とすることで，こ
の条件を満足する． 

 

3.4節に特性評価結果を示し，④「少ない演算量で実装可能であること」および
⑤「受信機の移動速度が歩行速度程度の場合における良好な特性」を実現するこ
とを確認した． 

以上のことから，提案した無線 LANのための判定帰還形伝搬路トラッキング技
術の適用により，空間多重伝送のサブフレーム集約の双方を用いて高速伝送を行
う場合において伝搬路変動による特性劣化を抑制し，公衆無線 LANの高い収容力
を実現することを明らかにした． 
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本章で提案した判定帰還形伝搬路トラッキング技術は，伝搬路仮推定ベクトル
の重み付け合成を行い，所定の推定精度を満足したタイミングにおいて，合成結
果により伝搬路推定行列を更新している．この操作では，複数の伝搬路仮推定ベ
クトルを合成するため，合成結果が送信信号検出において用いられる伝搬路推定
ベクトルに反映されるまでの間に処理遅延が発生する．次章では，この演算遅延
を短縮し伝搬路追従性能を高める改良技術の提案を行い，その特性改善効果を示
す． 
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第4章 逐次合成判定帰還形 

伝搬路トラッキング技術 

4.1 はじめに 

第 3 章において，判定帰還形伝搬路トラッキング技術を提案し，計算機シミュ
レーションによる特性評価を行った．これを適用することで公衆無線 LANにおけ
る伝搬路変動速度に対する追従性を実現することを確認した．本章では，第 3 章
の提案技術おける伝搬路仮推定ベクトルの重み付け合成および更新条件に対して，
更なる特性改善の余地について考察を行う．そして，これを改良する「逐次合成
判定帰還形伝搬路トラッキング技術」を提案する． 

本章の提案技術では，直前のブロックにおける送信信号検出に用いられた伝搬
路推定ベクトルと，現在のブロックにおいて導出された伝搬路仮推定ベクトルと
を直接合成し，合成結果が得られる都度，この合成結果により伝搬路推定行列を
更新する．これにより，第 3 章の提案技術と比較して伝搬路推定行列の更新頻度
を高められ，伝搬路推定精度が改善する． 

ブロック毎の逐次重み付け合成を行うためには，直前のブロックで用いた伝搬
路推定値に対する重み係数が必要である．ところが，これを直接的に導出するこ
とが不可能な問題がある．本章では，はじめにこの問題を確認する．そして，これ
を解決する手段として，合成結果に必要となる推定精度を設定した上で追加の仮
定を加え演繹的手法で導出することで，複雑な演算や外部パラメータを用いるこ
となく簡易に重み係数を設定する手法を提案する． 

4.2 第 3章の提案技術の課題 

第 3 章において提案した判定帰還形伝搬路トラッキング技術では，複数のブロ
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ックにおいて導出された伝搬路仮推定ベクトルを，各々に含まれる雑音項の電力
期待値の逆数を重み係数として重み付け合成する．合成結果である伝搬路仮推定
合成ベクトルが，重み付け合成を行う区間においてプリアンブルを用いて伝搬路
推定を行ったもの仮定した場合の推定精度を上回ったブロックにおいて，伝搬路
仮推定合成ベクトルで当該の伝搬路推定ベクトルを更新する．これにより伝搬路
変動に対する追従性を実現し，目標とした歩行速度における良好な SFER 特性を
達成したが，以下の課題が残されている． 

 

a. 更新時に直前のブロックの伝搬路推定ベクトルが廃棄され，新しい伝搬路推
定に反映されない 

式(3.21)に示される通り，伝搬路仮推定ベクトルの合成は伝搬路仮推定ベクト
ル「のみ」から構成される．また，更新条件（式(3.25)）を満足した場合におけ
る伝搬路推定ベクトルの更新処理（式(3.26)）において，直前のブロックにおけ
る伝搬路推定ベクトルが伝搬路仮推定合成ベクトルで上書きされる．この操作
により過去の伝搬路推定ベクトルは廃棄される．この過去の伝搬路推定ベクト
ルは，伝搬路の時変動に伴い信頼性が低下するものの，一つの推定結果である
ため，伝搬路仮推定ベクトル同様にこれを合成することを可能とすれば，さら
なる特性改善が実現可能となる． 

 

b. 伝搬路仮推定ベクトルは，合成結果に含まれ更新されるまで活用されない 

伝搬路仮推定ベクトルは，当該ブロックにおける伝搬路状態を推定した結果
である．したがって，伝搬路の時変動に対する追従性を高める観点から，導出
後直ちに伝搬路推定ベクトルに反映させるべきである．しかしながら，3.4.1節
における評価結果からもわかる通り，伝搬路仮推定ベクトル単独では十分な推
定精度が得られず，SFER特性が改善されないことが分かっている． 

第 3 章の提案技術では，この問題を解決するために，雑音の影響を緩和する
ための複数ブロックにわたる伝搬路仮推定ベクトルの重み付け合成を行う．こ
れにより，推定結果が反映されるまでに遅延が発生する．伝搬路仮推定ベクト
ルを速やかに伝搬路推定ベクトルに反映させる手段を用いれば，伝搬路の時変
動に対する追従性脳がさらに改善することが可能となる． 
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本章では，上記二点の課題を解決するために，第 3 章の判定帰還形伝搬路トラ
ッキング技術の改良を提案する． 

4.3 伝搬路トラッキング技術の改良 

前節で挙げた課題を踏まえ，伝搬路トラッキング技術の改良を提案する．改良
にあたり，以下の方針を取るものとする． 

 

 無線 LANへの適合性を維持する観点から， 

 レプリカ行列を用いた伝搬路仮推定行列の導出 

 伝搬路仮推定フィルタ 

については，前章と同様の処理を用いるものとする． 

 

 前節で挙げた課題を解決する手段として，重み付け合成方法を改良する． 

 伝搬路仮推定ベクトルに対する重み付け合成 

 合成結果を用いた伝搬路推定値の更新 

4.3.1 重み付け合成の改良 

はじめに，直前のブロックの伝搬路推定ベクトルと現在のブロックで導出した
伝搬路仮推定ベクトルとを重み付け合成し，伝搬路推定を更新する手法を検討す
る．いま， 1番目のブロックにおける伝搬路推定行列の要素 1, , , と，
番目のブロックの伝搬路仮推定値 , , , が，各々重み係数 , , , およ
び	 , , , を用いて重み付け合成され，その結果を 番目のブロックにおける
伝搬路推定行列の要素 , , , として用いるものとすると，その処理は下式で
表される． 

, , ,
, , , 1, , , , , , , , ,

, , , , , ,
	 (4.1)

, , , は式(3.18)で定義される．レプリカ逆行列/擬似逆行列が存在せず，伝搬
路仮推定値が導出されない場合については， 1番目のブロックにおける伝搬路
推定行列の要素 1, , , が 番目のブロックに継承される． 
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, , , 1, , , (4.2)

図 4.1 に，提案する重み付け合成および伝搬路推定値の更新について，第 3 章
の提案技術との比較を行う．第 4 章の提案技術では，重み付け合成結果を導出す
るたびに合成結果により伝搬路推定値を更新する．これにより，伝搬路仮推定値
が伝搬路推定値に即時で反映され，伝搬路追従性を高める効果を得ることが期待
される． 

4.3.2 伝搬路推定行列の要素に対する重み係数の導出 

式(4.1)の重み付け合成処理を実現するためには，直前のブロックの伝搬路推定
値 1, , , の重み係数 , , , を導出する必要がある．第 3 章の提案技
術と同様に近似的な最大比合成を行う場合，重み係数 , , , の分子は伝搬路
の真の値( 1, , , )，分母は伝搬路推定値 1, , , に含まれる雑音
電力とする必要がある．この重み係数 , , , の分母の導出について考える．伝
搬路推定値 1, , , は， 1番目のブロックまでの伝搬路仮推定行列の要
素と伝搬路推定行列の要素とが「再帰的に」重み付け合成された結果である．こ
れに含まれる雑音電力を厳密に導出しようとした場合，伝搬路の変動速度や振幅・
位相の確率密度分布といった情報が必要となる．これらの統計的情報を用いるこ
とは，要求条件②「伝搬路の統計情報が不要」に適合しない．したがって，伝搬路
推定値正確な推定精度を導出することは実質的に不可能である． 

この課題を解決するために，提案技術では，重み係数 , , , を直接的に導出
するのではなく未知数として扱い，伝搬路推定値 , , , が持つべき aSNRの
値を仮定に基づき設定した上で，重み係数を演繹的に導出する手法を用いる． 

伝搬路推定値 , , , の aSNRの導出に先立ち，以下の仮定を導入する． 

 

a. 3.3.7 節における更新条件の導出の仮定（式(3.22)）と同様に，合成結果の
aSNRは合成される要素の aSNRの和で導出されるものとする． 

 

b. 合成結果の aSNR の基準値を，第 3 章の提案技術における伝搬路仮推定値
の合成結果（式(3.24)）に対する要求条件と同様に，プリアンブルを用いた
と仮定した場合の伝搬路推定値と同等以上であると設定する． 
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図 4.1 第 3章の提案技術と本章の提案技術との比較 

 

上記の仮定 a,bは以下の式で表される． 

aSNR 1, , , aSNR , , ,

⋅ Ave 1, , , , , , ,
	

(4.3)

式(4.3)の左辺は，式(4.1)から導出された伝搬路推定行列の要素 , , , の aSNR

を示す．aSNR 1, , , は直前のブロックの伝搬路推定値 1, , , の
aSNRである．また，	aSNR , , , は伝搬路仮推定値 , , , の aSNRで
あり，式(3.18)で表される．Ave , は要素 と の平均値を示す．式(4.3)の右辺は，
直前のブロックおよび現在のブロックにおける当該の伝搬路の要素を，プリアン
ブルを用いて推定したと仮定した場合の aSNRの平均値を表している． 

本節における目標は，式(4.3)において未知数であるaSNR 1, , , を近似
値として導出し，これを基に重み係数 , , , を設定することである． 

式(4.3)は不等式であるため，このままではaSNR 1, , , を決定すること
ができない．そこで，以下の仮定を追加する． 
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c. 伝搬路仮推定値 , , , は現在のブロックの推定結果であり信頼度が
高いと考えられるため，この aSNRを相対的に最大化させるものとする．こ
れは，式(4.3)において等号成立条件を仮定することと等価である． 

 

d. 伝搬路仮推定値 , , , の aSNR は，式(3.18)で示される通り，雑音強
調項を構成するレプリカ逆行列/擬似逆行列のパターンに依存する．雑音強
調項が極めて大きな値をとる場合，aSNRは 0に漸近する．これをふまえて，
重み係数 , , , の最悪値を 0とみなし，この場合においても，式(4.3)が
成立するものと仮定する． 

 

仮定 cおよび dを式(4.3)に適用すると，次式に変形され，aSNR 1, , , を一
意に決定することができる． 

aSNR 1, , ,
⋅ Ave 1, , , , , , ,

	 (4.4)

さらに，	 1番目と 番目のブロックの間の伝搬路変動は十分小さく，それぞれ
のブロックにおける伝搬路行列の要素の真の値は互いに等しいものと近似する． 

1, , , , , , (4.5)

式(4.5)を式(4.4)に代入することで，aSNR 1, , , は下式となる． 

aSNR 1, , ,
⋅ 1, , , (4.6)

式(4.6)で表される直前のブロックにおける伝搬路推定値 1, , ,  の aSNR

から，重み係数 , , , を導出する．重み係数の分子は，推定の対象となる値
（ 1, , , ）に乗算される係数の複素共役を設定する．aSNRの分子と分母
は電力を単位としている．係数	 は実数でありプリアンブルとデータシンボルの
「電力比」である．したがって，重み係数 , , , は分子が振幅の次元である

√ ，分母が印加される雑音電力期待値である となり，次式で表される． 



75 
 

 
 

, , ,
√ (4.7)

式(4.7)は定数となるため，同一の列の要素間で共通値となる．したがって，第 3章
の提案技術における重み係数と同様に，重み係数 , , , および	 , , , は，
それぞれ 番目のベクトルのすべての要素で共通の相対値 , , および

, , （式(3.20)と同一）として再定義することができる． 

, , √ (4.8)

重み係数 , , は，プリアンブルのデータシンボルに対する電力比 の平方根で
表される．これは既知のパラメータであるため，導出の演算は不要である．また，

, , は式(3.20)に示される通り，レプリカ逆行列/擬似逆行列の要素のみで定
義される． 

式(4.1)の重み付け合成演算は，重み係数 , , および , , を用いること
で，第 3章の提案技術における重み付け合成の演算（式(3.21)）と同様に，列ベク
トル毎の処理として再定義することができる． 

, ,
, , 1, , , , , ,

, , , ,
	 (4.9)

また，レプリカ逆行列/擬似逆行列が導出されない場合の処理（式(4.2)）を，式(4.9)

と同様に列ベクトル表記とすると次式で表される． 

, , 1, , (4.10)

本章の提案技術では，式(4.9)による重み付け合成結果が導出されるたびに無条件
にこれを用いて伝搬路推定値を更新する．第 3 章の提案技術と同様に，本章の提
案技術では，伝搬路仮推定ベクトルの重み付け合成および伝搬路推定ベクトルの
更新において外部パラメータを参照する必要がないため，要求条件②「伝搬路の
統計情報が不要」に適合することを特長としている． 
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4.3.3 逐次合成判定帰還形伝搬路トラッキング技術の 

アルゴリズム記述 

3.3.8節の表 3.1と同様に， 0の場合における本章で提案した逐次合成判定帰
還形伝搬路トラッキング技術のアルゴリズムを表 4.1に記述する． 

 

 

 

表 4.1 逐次合成判定帰還形伝搬路トラッキング技術のアルゴリズム記述 

 

● Input: , , ,  / Output: ,  

 

● Initial calculation (once per wireless frame） 

for 1 ∶ 	  

calculate 0,  from preamble 

for 1 ∶ 	  

, ← 1 (initialize)  

end for 

end for 

 

(continued to the next page) 
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● Channel tracking calculation (every OFDM symbol of data subframe) 

for 1 ∶ 	  

/ 	 	(3.1) 

if mod , 0 

  for 1 ∶ 	  

   if , 	exists 

calculate , 	 	(3.12) 

for 1 ∶ 	  

calculate , , 	 	(3.15) 

if , , ≥  

calculate , , 	 	(3.20) 

calculate , , 	 		(3.21) 

calculate , , 	 		 (4.9)  

else 

, , ← 1, , 	 		 4.10   

end if 

    end for 

   end if 

  end for 

 end if 

 for 1 ∶ 	  

  , ← ,  	 		(3.27), (3.28) 

 end for 

end for 
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4.4 特性評価 

本章において提案した逐次合成判定帰還形伝搬路トラッキング技術について，
SFER特性および受信機の移動速度に対する耐性を評価した．シミュレーションパ
ラメータは第 3 章における評価と同様に表 2.1 に記載のものを用い，固定設置さ
れた基地局（送信機）が移動する端末（受信機）に対してデータを送信するダウン
リンク伝送を想定した．また，第 3章の評価と同様に，ブロックを構成する OFDM

シンボル数 は空間多重数 とした． 

4.4.1 データサブフレーム誤り率特性 

図 4.2に受信機の移動速度が 4km/hの場合における CNR対 SFER特性を示す．
受信機が静止状態（移動速度 0km/h）で伝搬路トラッキングを用いない場合の特性
をベンチマークとしてプロットしている．3章の提案技術と比較して，本章の提案
技術は約 1.0dBの CNR改善効果が得られる．これは，伝搬路仮推定値が得られる
度にこれを直前のブロックにおける伝搬路推定値と重み付け合成することで，伝
搬路推定値の時刻経過による推定精度低下を適切に補償する効果である．伝搬路
変動が緩やかである場合は，伝搬路仮推定値の合成による推定精度改善効果によ
り，合成された伝搬路推定値は，プリアンブルを用いた伝搬路推定値よりも高い
推定精度を持つ．この効果により，従来方法や静止状態で伝搬路トラッキングを
用いない場合との比較において，SFER特性が全体的に改善している． 

また，受信機の移動速度が 8km/hの場合の CNR対 SFER特性を図 4.3に評価し
た．移動速度 8km/hは，無線 LANが用いられる公衆環境におけるユーザの移動速
度分布の最大値に相当する [69]．第 3章の提案技術および本章の提案技術ともに，
移動速度 4km/h の場合と比較して特性が劣化していることが確認される．本章の
提案技術については， SFER=10-2を満足する所要 CNRにおいて，静止状態で伝搬
路トラッキングを用いない場合と比較して 0.7dBの CNR改善効果を実現する． 

4.4.2 移動速度に対する耐性 

移動速度に対する SFER=10-2を達成する所要 CNR特性を図 4.4に示す．第 3章
の提案技術における移動速度 0km/h の場合の所要 CNR を基準特性とすると， 
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図 4.2 逐次合成判定帰還形トラッキング技術の SFER特性 

 (受信機の移動速度: 4km/h) 

 

図 4.3 逐次合成判定帰還形トラッキング技術の SFER特性 

 (受信機の移動速度: 8km/h) 
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図 4.4 受信機移動速度に対する所要 CNR特性 

 

本章の提案技術は受信機の移動速度が 10.4km/h以下の場合であれば，第 3章の提
案技術と同等あるいはそれ以上の品質を実現する．この結果より，本章の提案技
術は，無線 LANが用いられる公衆環境において想定されるユーザ移動速度（8km/h

以下）をカバーしていると考えられる．また，第 3 章の提案技術に対して，移動
速度によらず所要 CNR特性を改善していることが分かる．  

4.4.3 所要 CNR改善による高速伝送エリア拡大効果 

図 4.4における所要 CNR特性の改善は，当該変調モードを用いることができる
伝送距離を延伸できることを意味する．すなわち，本章の提案技術を適用するこ
とで，高速伝送モードを利用可能とするエリアを拡大する効果を生み出す．エリ
ア拡大効果について，数値例を計算した．伝搬損失は IEEE 802.11n/ac標準化にお
いて用いられた遅延分散 50nsの非見通しモデル [82]を用いた．この伝搬損失モデ
ルは，ブレイクポイントと呼ばれる距離 (5m) までは自由空間伝搬相当の減衰係
数 (=2) ，ブレイクポイントを超える距離は非見通し伝搬に相当する減衰係数 

(=3.5) を設定している．減衰定数とは，電波伝搬による電力の減衰量が，伝搬距離
のべき乗に比例して減衰するモデルにおける「べき乗」の値である．本章では，シ
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ャドウイングによる変動は考慮しないものとした．回線設計パラメータを表 4.2

に示す．許容伝搬損失の受信機の移動速度 4km/h の場合の所要 CNR から導出し
た． 

伝搬損失から許容伝搬損失を満足する最大伝搬距離を求めると，第 3 章の提案
技術は 14.4m，本章の提案技術は 15.08mとなる．カバレッジエリアを基地局が中
心となり半径が最大伝送距離である円の面積と定義すると，エリアは最大伝送距
離の自乗に比例して拡大する．本数値例における第 4 章の提案技術を適用するこ
とによるエリア拡大効果は，10%と計算される． 

4.4.4 演算量評価 

本章の提案技術と第 3 章の提案技術との間の違いは，直前のブロックの伝搬路
推定値に重み係数を乗算し，伝搬路仮推定値と合成を行う処理にある（図 4.1，式
(3.21)，式(4.9)）．第 3章技術では，重み付け合成は伝搬路仮推定値のみが対象であ
ったため，ブロック毎に全てのサブキャリアの伝搬路推定値の更新に対して複素
乗算回数が 1 回増加する．これは，第 3 章技術全体の乗算回数に対して，空間多
重数が 2の場合は 14.8%，空間多重数が 3の場合 9.6%の増加にとどまり，回路規
模に与える影響は小さいものと考えられる． 
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表 4.2 回線設計パラメータ 

キャリア周波数 5.7 GHz 

送信電力 17 dBm 

雑音指数 10 dB [83] 

雑音帯域幅 16.6 MHz 

雑音温度 300 K 

ボルツマン係数 1.38e-23 k J/K 

伝搬損失モデル IEEE 802.11 TGn/acモデル [82] 

ブレイクポイント 5m 

減衰定数 
ブレイクポイント以下の距離の伝搬: 2 

ブレイクポイントを超える距離の伝搬: 3.5 

許容伝搬損失 
第 3章の提案技術: 76.58 dB 

第 4章の提案技術: 75.44 dB 

 

4.5 第 4章のまとめ 

本章では，第 3 章において提案した判定帰還形伝搬路トラッキング技術のさら
なる特性改善を実現する逐次合成判定帰還形伝搬路トラッキング技術を提案した．
本章の提案技術は，伝搬路仮推定値の重み付け合成演算を，直前のブロックにお
ける伝搬路推定値と現在のブロックにおける伝搬路仮推定値の二つを合成する形
式に変更し，伝搬路推定値の更新頻度を高めている．また，直前のブロックにお
ける伝搬路推定値の重み係数が取得できない問題に対して，合成結果に求められ
る推定精度の要求条件を元に仮定を導入し，演繹的にこれを導出する手法を提案
した．提案技術は，第 3章の提案技術と同様に，無線 LAN向けの要求条件を全て
満足すると共に，所要 CNR特性で 1.0dBの改善効果が得られることを計算機シミ
ュレーションで確認した．また，重み付け合成演算の変更に伴う演算量の増加は
全体の計算規模に対して十分小さいことを確認した． 

以上より，本章の提案技術を公衆無線 LANに適用することで，高速伝送エリア
の拡大を実現することが可能になることを示した．第 3 章の提案技術と本章の提
案技術との間には，演算量と SFER 特性にトレードオフの関係がある．実装可能
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な回路規模や必要となる性能に応じて，どちらの技術を用いるかを選択すればよ
い． 

次章では，第 3章の提案技術の信号処理を FPGAに実装した実験装置の緒元お
よび特性評価を示す．第 3章の提案技術の回路規模の見積ならびに 4.4.4節におい
て見積った本章の提案技術の回路規模の増加量の割合から，本章の提案技術につ
いても現実的な回路規模で実装可能であることを示す． 
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第5章 判定帰還形伝搬路トラッキング 

技術の実験装置による特性評価 

5.1 はじめに 

第 3章および第 4章において，第 2章において問題提起・要求条件整理・目標
性能設定を行ったマルチキャリア変調を用いた空間多重伝送を行う無線 LAN シ
ステムに適した伝搬路トラッキング技術を提案した．また，計算機シミュレーシ
ョンによる特性評価から，提案技術の有効性を確認した． 

本章では，第 3 章において提案し計算機シミュレーションにより特性評価を行
った判定帰還型伝搬路トラッキング技術について，FPGA を用いて実装した実験
装置の概要および特性評価を示す．実験特性および実際に実装された回路規模か
ら，第 3 章および第 4 章の提案技術について，デジタル回路への実装においても
適切に動作すること，ならびに，従来の無線 LANの送受信機の回路規模を大幅に
増加させない形での実装が可能となることを明らかにし，提案技術のフィージビ
リティを示す． 

5.2 実験装置の諸元 

図 5.1に，本実験装置の送受信回路の構成を示す．空間多重数は 2としており，
一般化されたシステムモデル（図 3.1）における，空間多重数（送信アンテナ本数）
，受信アンテナ本数 が共に 2の場合の最も基本的な構成に相当する．受信機に
おける送信信号検出部のアルゴリズムは，実装が最も簡易な ZF アルゴリズムを
用いている．また，実験装置の外観を示す．送信側に 2 個，受信側に 3 個の複素
基底帯域信号を用いた等価低域系（以下，ベースバンドと記述する）信号処理用
FPGAを具備している． 
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図 5.1 実験装置の送受信機の構成 

 

実験装置の主要諸元を表 5.1 に示す．本実験装置は実スケールの 1/5 の速度で
動作し，各パラメータは実スケールに換算した値である． 

 実験装置の外観を図 5.2 に示す．送信ベースバンド部および受信ベースバンド
部は，それぞれ図 3.1 における送信機および受信機の機能を持つ．送信ベースバ
ンド部には送信情報系列が入力され，デジタル信号処理により送信ベースバンド
信号が生成される．この信号は，D/A (Digital to Analog) コンバータ・アップコン
バータ，フィルタから構成される送信アナログ部により，中心周波数 400MHz の
送信 RF信号に変換される16．この送信 RF信号は，時変動を持つ空間多重伝搬路
が模擬するフェージングシミュレータ（ハードウェア）に入力され，受信 RF信号
として出力される．受信アナログ部はフィルタ，ダウンコンバータ，A/D (Analog 

to Digital) コンバータで構成され，受信 RF信号を受信ベースバンド信号に変換す
る．受信ベースバンド回路は，空間多重された 2 系統の受信ベースバンドに対し
て受信信号処理を行い，受信情報系列を生成する． 

 

 

 

 

 

                                                   
16 フェージングシミュレータの入力周波数に適合させるため，400MHz を選択した． 
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表 5.1 実験装置の主要諸元 

スケールファクタ 1/5 

信号帯域幅 20MHz 

送受信アンテナ数 ( ) 2 

データサブキャリア数 ( ) 48 

シンボルレート 250k[symbol/s] 

サブキャリア変調方式 16QAM 

誤り訂正符号化・復号 
畳み込み符号（符号化率 1/2, 拘束長 7）

軟判定ビタビ復号 

伝送速度 72Mbit/s 

無線フレーム構成 
8個のデータサブフレームから構成 

各データサブフレームは 1500byte 

プリアンブルとデータシンボルの
電力比 ( ) 

 2 

同期系 カンニング 

受信信号検出方法 Zero-Forcing 

伝搬路モデル 指数減衰 12波 Rayleighフェージング 

各パスの遅延分散 100ns (NLoS) 
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図 5.2 実験装置の外観 

 

5.3 特性評価 

5.3.1 実験装置と計算機シミュレーションとの間の特性差 

はじめに，実験装置と計算機シミュレーションの特性差を確認した．無線フレ
ームが 1 つのデータサブフレームのみを送信し、かつ伝搬路トラッキング技術を
用いない場合についての SFER 特性を比較した（図 5.3）．SNR の増加に対する
SFER特性の改善効果（グラフの傾き）がほぼ一致することから，本実験回路が適
切に動作していることを確認した．実験結果とシミュレーション特性の間の SNR

に差が生じているが，これは，測定誤差や実験装置におけるフェージングシミュ
レータで生成する伝搬路と計算機シミュレーション上で生成される伝搬路とが同
一ではないことに起因していると考えられる． 

また，判定帰還形伝搬路トラッキング技術を適用しない場合とした場合のそれ
ぞれについて，各サブキャリアの信号点をデジタルオシロスコープで観測した結
果を図 5.4 に示す．伝搬路トラッキング技術の適用により，信号検出精度が改善
していることが視覚的に観測できる． 
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図 5.3 実験結果とシミュレーション結果との SFER特性比較 

 

 

 

図 5.4 受信信号点の観測例 
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5.3.2 伝搬路仮推定フィルタの閾値の最適化 

伝搬路仮推定フィルタの閾値 を最適化するために，これをパラメータとして，
無線フレーム内の 4番目のデータサブフレームに対して SFER = 10-2を達成するた
めの所要 SNRを評価した（図 5.5）． は第 3章と同様に，サブキャリアあたりの
伝搬路値の平均電力で正規化された相対値を用いている．伝搬路仮推定フィルタ
を用いない場合（ ∞に相当）は，伝搬路仮推定値の更新頻度が高いことから，
相対的に良好な特性を示す．しかしながら，受信機の移動速度が低い場合（15km/h

以下の場合）において，伝搬路仮推定値フィルタを用いない場合と比較して特性
劣化が生じている． これは，レプリカの誤りにより大きな誤差を持つ伝搬路仮推
定値の影響であると考えられる． 

以上の結果から，全体的に良好な特性を示す閾値として 2を設定し，本節
以降の評価において用いるものとする． 

なお，第 3 章および本章の結果において，最適な伝搬路仮推定値フィルタの閾
値 が異なる．これは，誤り訂正符号化率，空間多重数といった送信信号パラメ
ータごとに，信号点間のユークリッド距離が異なることや，CNR に対する SFER

特性が異なるためであると考えられる．802.11無線 LANでは，これらの送信信号
パラメータは無線フレーム毎に切り替えることを前提としており，ヘッダ部分に
表示される．受信機側ではヘッダを読み取った上で受信信号処理を行う．したが
って，受信機は予め送信信号パラメータ毎に最適な閾値 を保持しておき，無線
フレームの受信の都度，最適値に切り替えることが可能である．これにより，受
信機において伝搬路の統計的性質等の外部パラメータを用いず動作させることが
可能である． 

5.3.3 受信機の移動速度に対する SFER特性 

図 5.6に受信機の移動速度をパラメータとした SFER特性を示す．縦軸は 1,2,4,8

番目のデータサブフレームの SFER の平均値である．伝搬路トラッキング技術を
用いない場合は，受信機の移動速度 2.2km/h 以上の場合において，伝搬路変動に
よる影響が大きくなり SFER 特性の顕著な劣化が観測される．一方，判定帰還形
伝搬路トラッキング技術を適用した場合は，移動速度 34.6km/hの場合においても， 
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図 5.5 伝搬路仮推定フィルタ閾値をパラメータとした所要 SNR特性 

 

 

図 5.6 移動速度をパラメータとした場合の実験装置の SFER特性 
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準静止環境（移動速度 1.1km/h）17とほぼ同等の品質の PER 特性が得られており，
伝搬路に対する高い追従性を実現している． 

データサブフレームの位置に対する SFER 特性を図 5.7 に示す．図 5.6 にも示
される通り，伝搬路トラッキング技術を用いない場合は，歩行速度よりも低速な
移動環境（移動速度 2.2km/h）であっても伝搬路の変動により無線フレーム後方の
パケットにおける PER特性が大幅に劣化する．提案した伝搬路トラッキング技術
を適用することで，移動速度が高速（移動速度 17.3km/h）であっても無線フレー
ム後方の無線フレームに対しても伝搬路変動に対して追従し，高い伝送品質を実
現していることを確認した． 

受信機の移動速度に対して SFER=10-2を満足する所要 SNRの特性評価を図 5.8

に示す．SFER は図 5.6 と同様に，無線フレーム内の 1,2,4,8 番目のデータサブフ
レームに対する SFER の平均値を用いた．本図において，測定結果とシミュレー
ション結果の間で，受信機の移動速度に対する特性の変動を確認する目的で，計
算機シミュレーションによる評価結果を相対値として記載している．シミュレー
ション結果を，準静止環境の場合の実験装置の測定結果のポイントを基準点とし
て揃え，所要 SNRの劣化量を元にプロットした．実際には測定に起因する SFER

の特性差が存在するため，縦軸方向にグラフを並行移動させてこの影響を除外し
ている．伝搬路トラッキング技術を用いない場合は，移動速度 10km/hを超える環
境における特性劣化が顕著となる．また，伝搬路トラッキング技術を用いる場合
において，所要 SNR の劣化量がほとんどない受信機の移動速度が低い領域 (0～
25km/h) においては，実験装置の結果とシミュレーション結果はよく一致し，適切
に動作していることが分かる．この結果から，提案する伝搬路トラッキング技術
が効果的に動作する領域において，送受信アナログ回路における量子化の影響は
小さく，提案する伝搬路トラッキング技術のフィージビリティの高さを確認した． 
一方，受信機の移動速度が高く所要 SNRの劣化がみられる領域においては，実
験装置とシミュレーションの間で特性差が見られるようになる．所要 SNRの劣化
量が 1dB 以下となる最大移動速度では，実験装置では 45km/h となるが， 

                                                   
17実験による特性評価はハードウェアベースのフェージングシミュレータを用いて実施し

た．時速 0km/hを設定すると，伝搬路が全く変動しなくなり，特定の伝搬路に対する特性評

価となり，有意な結果が得られない．これを避ける目的で，静止環境の代替として時速

1.1km/hの準静止環境について評価し，これを静止環境の代替のベンチマークとして用いた． 
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図 5.7 データサブフレーム位置毎の SFER特性の一例 

 

 

図 5.8 受信機の移動速度に対する所要 SNR特性 
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シミュレーションでは 54km/hとなる．伝搬路推定精度が低下することにより，信
号検出における検出精度もまた低下し，それにより SFER が劣化する．伝搬路推
定精度が低下する領域において，シミュレーション（浮動小数点演算）よりも，実
験装置（量子化ビット数 12の固定小数点演算）の方が，量子化誤差の影響により
ZF アルゴリズムを用いた送信信号検出において伝搬路推定誤差の影響を顕著に
受けるためであると考えられる． 

5.3.4 回路規模評価 

実験装置の送受信機の実装に要した回路規模について，機能ブロックごとに分
類した結果を表 5.2に示す．回路規模を示す指標として，所要の NANDゲート数
を用いた．送受信機全体の回路規模は 1,128.8 kゲートである．そのうち，伝搬路
トラッキング部は 395.1 k ゲートであり，全体の 35%を占有している．この結果
から，伝搬路トラッキング技術の実装は無線 LAN送受信機に対して現実的な回路
規模増加で実装可能であると考えられる． 

これに対して，既存のカルマンフィルタを用いた伝搬路トラッキング技術につ
いては，3.4.6節における評価結果から，第 3章の提案技術の 100倍以上の複素乗
算器が必要である．したがって，仮に本実験装置にこのトラッキング技術を実装
することを想定すると，送受信機全体の 35倍程度の回路規模が必要と見積もられ
る． 

また，本評価結果をふまえて第 4 章において提案した逐次合成型伝搬路トラッ
キング技術の回路規模を見積もる．第 3 章の提案技術に対する第 4 章技術の複素
乗算回数の増加量は，4.4.4 節に示した通り，2 空間多重の場合 14%に過ぎない．
第 4 章の提案技術を本実験装置に実装する場合，伝搬路トラッキング部の回路規
模は全体の同様に実装する場合を想定すると，全体の 40%程度の回路規模になる
と試算される．したがって，第 3 章の提案技術と同様に，第 4 章の提案技術につ
いても，回路規模の観点において実装のフィージビリティが高いと考えられる． 
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表 5.2 実験装置の機能ブロック別回路規模 

 
FPGA 

番号 
機能ブロック 

必要 

NAND 

ゲート数
[k gate] 

最高 

クロック 

レート 

[MHz] 

信号処理
ビット幅

[bit] 

送 

信 

機 

 

1 

・ データスクランブラ 

・ 畳み込み符号化器 

・ インタリーバ 

・ サブキャリア信号マッピング 

・ プリアンブル生成 

31.1 16 12 

2 
・ IFFT 

・ プリアンブル挿入 
223.6 8 12 

受 

信 

機 

 

3 
・ 受信信号プリアンブル平均化 

・ FFT 
186.0 16 12 

4 

・ 伝搬路推定 

・ 空間多重信号点検出 (ZF)  

・ 尤度計算 

・ デインタリーバ 

・ レプリカ生成 

・ 伝搬路トラッキング 

614.7 16 12 

5 ・ ビタビ復号 73.5 16 12 
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5.3.5 本章のまとめ 

第 3 章で提案した判定帰還形伝搬路トラッキング技術について，FPGA を用い
たベースバンド信号処理回路およびアナログ回路を実装した実験装置を開発した．
また，これを用いた伝送評価ならびに回路規模評価を行い，提案した伝搬路トラ
ッキング技術のフィージビリティの高さを示した． 

2空間多重，変調方式 16QAM，符号化率 R=1/2の場合における，受信機の移動
速度に対する耐性を評価した．SNR劣化量 1dB以下となる最高移動速度は 45km/h

となり，計算機シミュレーションと比較して 80%の移動速度となるものの，移動
速度が低く良好な特性が得られる領域においてはほぼシミュレーションと同等と
なる良好な特性を確認した． 

また，実験装置の回路規模を FPGA のゲート数を用いて評価した．2 空間多重
の場合において，回路全体に占める増加量は全体の 35%にとどまる．第 4 章の提
案技術についても，第 3 章の提案技術と比較して大幅な回路規模の増加は発生し
ないため，第 3 章，第 4 章の提案技術の双方について，現実的な回路規模で実装
可能であることを確認した． 
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第6章 総括 

6.1 本研究のまとめ 

本研究では，マルチキャリア信号を用いた空間多重伝送システムにおける伝搬
路変動を追従する伝搬路トラッキング技術を提案し，計算機シミュレーションお
よび実験装置によりその特性を明らかにした． 

第 1 章では，モバイルトラフィックの急増する将来の見通しを概説した．モバ
イルトラフィックを収容する高速無線回線としての無線 LAN の重要性を確認し，
需要が急増する公衆環境での収容力を向上させる必要があることを示した．また，
公衆環境において伝搬路変動が誤り率特性の劣化要因となることを説明し，この
特性劣化の影響を明確化し要求条件および目標性能を整理した上で，誤り率特性
を改善する伝搬路トラッキング技術を提案することを本研究の目標と位置づけた． 
第 2 章では，無線 LAN のデファクト標準である IEEE 802.11 規格について，

MAC層と物理層のそれぞれについて概説した．MAC層では CSMA/CAに基づく
自律分散型アクセスが用いられている．また，物理層の高速化技術として広く用
いられている変調方式の多値化，チャネル幅拡大，空間多重伝送，サブフレーム
集約について説明した．さらに，これらの高速化技術を利用する場合において，
伝搬路変動に起因する SFER特性の劣化が公衆無線 LANにおける課題であること
を計算機シミュレーション評価を基に示すことで，伝搬路変動に追従するトラッ
キング技術が必要となることを確認した．そして，無線 LANシステムにおける伝
搬路トラッキング技術の要求条件を整理すると共に，既存技術を確認した．いず
れの既存技術においても，全ての要求条件を満足しておらず，新たな技術が必要
であることを示した．また，本研究で提案する判定帰還形伝搬路トラッキング技
術において，要求条件を達成するための基本方針を整理した． 

第 3 章では，判定帰還形伝搬路トラッキング技術を提案した．受信機において
送信信号レプリカ行列を再生することで無線フレーム内のパイロット信号の挿入
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を不要とし，802.11 規格で定められているフレームフォーマットを変更すること
なく利用可能である点，信号処理に伝搬路変動量等の外部パラメータが不要であ
る点，伝搬路トラッキング処理と受信信号の復調を並列処理することで処理遅延
を増加させない点，少ない演算処理で実現可能である点を特徴としている．計算
機シミュレーションにより SFER 特性を評価し，要求条件である受信機（端末）
が歩行速度で移動する環境における良好な伝送特性を実現することを示し，提案
技術の有効性を確認した． 

第 4 章では，第 3 章で提案した判定帰還形伝搬路トラッキング技術における重
み付け合成処理における課題を考察し，これを改良する逐次合成判定帰還型トラ
ッキング技術を提案した．提案技術では，直前のブロックにおける伝搬路推定値
と現在のブロックにおける伝搬路仮推定値とを重み付け合成し，これを現在のブ
ロックに伝搬路推定値として用いる．また，この重み付け合成演算における，直
前のブロックの伝搬路推定値に対する重み係数が直接的に導出できない問題に対
して，要求条件を設定し，追加の仮定を適用することで重み係数を導出する演繹
的手法を提案し，導出を可能とした．計算機シミュレーションによる SFER 特性
改善効果を示し，第 3章の提案技術と比較して所要 CNR特性をさらに改善可能で
あることを明らかにした．これにより，公衆環境における無線 LANの高速エリア
の拡大が実現可能となる． 

第 5章では，第 3章の提案技術を FPGA回路に実装した実験装置の特性評価結
果を示した．実験結果が計算機シミュレーション結果に符合すること，ならびに
現実的な回路規模で実装可能であることを明らかにし，第 3 章の提案技術がハー
ドウェア実装の実現性が高いことを確認した．また，第 4 章の提案技術の演算量
についても考察を行い，第 3 章技術に対して少ない演算量の追加で実装可能であ
ることから，同様に実装の実現性が高いことを示した． 

以上，第 3 章および第 4 章の提案技術を用いることで，モバイルデバイスを保
有するユーザが移動する公衆環境において，無線 LANによる安定した高速通信が
実現可能となり，公衆無線 LANユーザの体感品質 (QoE: Quality of Experience) の
改善およびセルラトラフィックのオフローディングによるネットワーク運用コス
ト (OPEX: OPeration EXpense) の削減が可能となる． 
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6.2 本研究の適用領域 

本研究において提案した判定帰還形伝搬路トラッキング技術は，サブキャリア
毎の簡易な信号処理であるため，空間多重伝送を用いるマルチキャリア伝送に広
く適用可能である．以下に本技術の適用例を示す． 

次世代無線 LAN 標準として現在規格策定が進められている 802.11ax において
規定される見込み [84]のユーザ多重伝送技術，DL OFDMA (Downlink Orthogonal 

Frequency Division Multiplexing) 伝送および UL OFDMA (Uplink OFDMA) 伝送に
おいても本技術が適用可能であると考えられる．802.11ax における OFDMA 伝送
では，OFDM 信号を構成するサブキャリア群を複数のユーザにソースユニット 

(RU: Resource Unit) として割り当て，RU毎に空間多重伝送を用いることが可能で
ある．したがって，RU毎に本研究提案技術を適用することが可能である．802.11ax

の利用ケースである高密度・多ユーザ環境においても歩行速度程度の端末の移動
が想定されるため，本研究提案技術を適用することで伝送品質を維持することが
期待できる． 

また，複数の端末から基地局に対して同時かつ同一周波数で無線フレームを空
間多重伝送する UL MU-MIMO (Uplink Multiuser Multiple Input, Multiple Output) 伝
送においても，基地局の受信信号処理において本技術が適用可能であることが示
されている [85]．さらに，STBC（Space-Time Block Code, 時空間符号） [86]を用
いた場合においても同様の信号処理が適用であることも報告されている [87]．こ
れらの多様な伝送形態に対して単一の信号処理により適用可能である点も，本技
術の特長の一つである． 

さらに，マイクロ波帯無線 LAN 以外のシステムにおいても適用が可能である． 
IoT (Internet of Thing) [88]向け広域無線 LAN標準 IEEE 802.11ah [89] [90]における
空間多重伝送に対しての適用が可能である．802.11ah では，本研究においてター
ゲットとした 5GHz帯よりも低い周波数帯（1GHz以下，日本では 920MHz帯）を
用いるため [91]，高速移動環境への対応を可能にすると考えられる． 

6.3 今後の課題 

本研究では，公衆無線 LANの利用ケースにおいて，第 3章および第 4章におい
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て提案した伝搬路トラッキング技術について，高速伝送を実現するパラメータセ
ットによる特性評価を実施した．提案技術は，信号処理の適合性から IEEE 802.11

無線 LANのみならず，空間多重伝送を用いたマルチキャリア伝送システムに全般
に対して広く適用可能であると考えられる．一方で，公衆無線 LAN以外の多様な
伝送形態・利用ケースに対する適合性については明らかにされておらず，今後の
評価が必要である． 

また，IEEE 802.11 無線 LAN を含めたマルチキャリア変調を用いた無線通信シ
ステムでは，一般的に適用変調が用いられ，変調多値数・空間多重数・チャネル幅
といったパラメータを利用環境に応じて適宜切り替えることができる．一方，こ
れらのパラメータの組み合わせによる多様な伝送形態やシステムが利用する周波
数帯に対して，ブロックのサイズ や伝搬路仮推定フィルタの閾値 といった伝
搬路トラッキング技術の内部パラメータの最適化については，本研究では十分に
行われていない．これらのパラメータの最適化を通じて本技術の適用領域が明確
化されると考えられる． 

さらに，第 4 章において提案した逐次合成判定帰還形伝搬路トラッキング技術
では，伝搬路の統計的情報を受信機側で一切用いないことを前提として，直前の
ブロックの伝搬路推定値の精度を演繹的に導出した．これに対して，受信信号か
ら伝搬路の統計的性質を推定することで，直前のブロックの伝搬路推定値の aSNR

や重み係数を直接的に設定する手法も考えられる．この手法は追加の信号処理が
必要とはなるが，合成した伝搬路推定値の推定精度を高められる可能性がある． 

これらの評価・検討は現状行われておらず，今後の興味深い課題である． 
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記号一覧 

記号 パラメータ 

  送信信号の要素あたりの候補数 

aSNR 1, , , 	  直前のブロックの伝搬路推定値 1, , , の推定
精度の近似値 (aSNR) 

aSNR , , ,    重み付け合成された伝搬路推定値 , , , の推定
精度の近似値 (aSNR) 

aSNR , , ,   伝搬路仮推定合成ベクトル , , の合成対象区間
の各ブロックにおいて，プリアンブルを用いて伝搬路推
定を実施したと仮定した場合の推定精度の近似値 

(aSNR) 

aSNR , , , 	  伝搬路仮推定値 , , , の推定精度の近似値 

(aSNR) 

  無線フレーム内の OFDMシンボルブロック番号 

  無線フレームあたりに含まれる OFDM シンボルブロッ
ク数 

,   伝搬路推定行列 , の k番目の列ベクトルにおける
前回更新が行われたブロックの次のブロック番号 

  伝搬路トラッキング技術を用いない場合における無線
フレームあたりに含まれるデータサブフレーム数 

, ,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける差分行
列∆ , の 列目ベクトルに対する誤差指標 

  誤差指標 , , に対する判定基準となる閾値 
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0,   プリアンブル部分における 番目のサブキャリアにおけ
る伝搬路行列 

0,   プリアンブル部分における 番目のサブキャリアにおけ
る伝搬路行列 0, の受信機側において導出された推定
値（初期伝搬路推定行列） 

,   番目の OFDMシンボル，番目のサブキャリアにおける
伝搬路行列 

,   番目の OFDMシンボル，番目のサブキャリアにおける
伝搬路行列 , の推定値（伝搬路推定行列） 

,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける伝搬路
行列 

,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける伝搬路
推定行列 

, ,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける伝搬路
推定行列の 番目の列の全要素で構成される列ベクトル 

（伝搬路推定ベクトル） 

, ,   番目のブロックにおける，番目のサブキャリア， 列目
の伝搬路仮推定ベクトルの重み付け合成結果 

, , ,   伝搬路行列 , の 行 列の要素 

,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける伝搬路
行列 , に対する伝搬路仮推定行列 

, ,   番目のブロックシンボル， 番目のサブキャリアにおけ
る伝搬路仮推定行列 , の 列目のベクトルに対す
る伝搬路仮推定ベクトル 

, , ,   番目のブロックシンボル， 番目のサブキャリアにおけ
る伝搬路仮推定行列 , の 行 列の要素である伝
搬路仮推定値 
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  OFDMシンボル内のサブキャリア番号 

  OFDMシンボルあたりのサブキャリア数 

  送信アンテナ番号 

  送信アンテナ本数（空間多重数） 

  OFDMシンボルブロックあたりの OFDMシンボル数（ブ
ロックのサイズ） 

  受信アンテナ番号 

  受信アンテナ本数 

,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける雑音信
号行列 

, ,   受信信号 , , に付加される雑音 

, , ,   受信信号行列 , の 行 列の要素に含まれる雑音項 

, , ,   伝搬路仮推定値 , , , に含まれる雑音項 

,   番目の OFDMシンボル，番目のサブキャリアにおける
受信信号ベクトル , に印加される雑音ベクトル 

,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける受信信
号行列 

,   番目の OFDMシンボル，番目のサブキャリアにおける
受信信号ベクトル 

, ,   番目の OFDM シンボル， 番目のサブキャリアにおい
て， 番目のアンテナで受信される受信信号 

, , ,   受信信号行列 , の 行 列の要素 

  OFDMシンボル番号 

  無線フレームに含まれるデータサブフレームの情報を
格納する OFDMシンボル数 
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,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける送信信
号行列 

,   番目の OFDMシンボル，番目のサブキャリアにおける
送信信号ベクトル 

′ ,   送信信号ベクトル , の受信機における推定結果 

, ,   番目の OFDM シンボル， 番目のサブキャリアにおい
て， 番目のアンテナで送信される送信信号 

,   送信信号ベクトル , に対応する送信信号レプリカベ
クトル 

, ,   送信信号 , , に対応するレプリカ要素 

, , ,   レプリカ行列 , の 行 列の要素 

, , ,   レプリカ逆行列/擬似逆行列 , の 行 列の要素 

,   送信信号行列 , に対応する送信信号レプリカ行列 

, , ,   1番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける伝
搬路推定値 1, , , に対する重み係数 

, ,   伝搬路推定ベクトル 1, , に対する相対値で表さ
れる重み係数 

, , ,   伝搬路仮推定値 , , , に対する重み係数 

, ,   伝搬路仮推定ベクトル , , に対する相対値で表さ
れる重み係数 

  プリアンブルとデータシンボルの電力比 

  番目の OFDMシンボルの送信信号検出処理において参
照される伝搬路推定行列が導出されたブロック番号 

∆ ,   番目のブロック， 番目のサブキャリアの伝搬路仮推定
行列 , と， 1番目のブロック，番目のサブキャ
リアの伝搬路推定行列 1, との差分行列 
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∆ , , ,   番目のブロック， 番目のサブキャリアにおける差分行
列∆ , の 行 列の要素 

  雑音項 , , あたりの平均電力 

  伝搬路トラッキング技術における，伝搬路推定行列が更
新されるまでの遅延時間 

Ω  送信信号ベクトル , の取りうる全ての候補からなる
集合 
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